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添３－ヘ第 20図 格子間隔の妥当性に係る検討結果  

土木学会（2016）（47）により算定される格子間隔の目安は，尾駮沼奥で 31ｍ以下，尾駮沼入り口～

尾駮沼中央部で 111ｍ程度である。一方，当該領域の格子間隔は５ｍに設定している。 
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諸元 

（土木学会（2002）(26)の諸元を補正） 
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添３－ヘ第 21図 海洋プレート内地震の波源モデルの位置及び諸元 

（正断層型の地震） 
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添３－ヘ第 22図 敷地周辺海域の活断層分布 
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添３－ヘ第 23図 海底地すべり地形 
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（黒線：現地形，赤線：復元地形） 

 

 

添３－ヘ第 24図 海底地すべり地形の断面 
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添３－ヘ第 25図 計算領域とその水深及び格子分割  

※コンター線は，1000ｍピッチ 

※Δs=40ｍ以下の計算領域については添３－ヘ第７図参照 

1280ｍ 

  640ｍ 

  320ｍ 

  160ｍ 

   80ｍ 
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添３－ヘ第 26図(１) すべり量３倍モデルの位置及び諸元 
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添３－ヘ第 26図(２) 全域超大すべり域モデルの位置及び諸元 

 

超大すべり域 
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３－ト－１ 

ト．火  山 

(イ) 検討の基本方針 

自然現象に対する設計上の考慮として，想定される自然現象が

発生した場合においても加工施設（以下，「ト．火  山」では

「施設」という。）が安全機能を損なわないことを確認するため，

火山影響の可能性について検討し，施設の運用期間中における影

響について確認する。 

評価は，立地評価と影響評価の２段階で行う。 

立地評価では，施設に影響を及ぼし得る火山を抽出し，設計対

応不可能な火山事象が施設の運用期間中に影響を及ぼす可能性に

ついて評価を行う。施設に影響を及ぼし得る火山のうち，設計対

応不可能な火山事象の到達可能性範囲に敷地若しくは敷地近傍が

含まれ，過去に巨大噴火が発生した火山については，「巨大噴火

の可能性評価」を行った上で，「最後の巨大噴火以降の火山活動

の評価」を行う。巨大噴火の可能性が十分に小さいと評価した場

合でも，火山活動のモニタリングを行い，施設の運用期間中にお

いて巨大噴火の可能性が十分に小さいと評価した根拠が維持され

ていることを確認する。 

影響評価では，施設の安全性に影響を与える可能性のある火山

事象について評価を行う。 
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(ロ) 調査及び検討内容 

(１) 文献調査 

第四紀に活動した火山（以下，「第四紀火山」という。）の

うち，施設に影響を及ぼし得る火山を抽出し，立地評価及び影

響評価を行うことを目的として，第四紀火山について，敷地を

中心とする半径 160km の範囲（以下，「地理的領域」という。）

を対象に文献調査を実施した。 

地理的領域内の第四紀火山の文献調査は，年代，活動様式等

が網羅的に整理されているカタログを用いた。カタログは，

「日本の火山（第３版）」（中野ほか編，2013）(１)，「日本活

火山総覧（第４版）」（気象庁編，2013）(２)，「第四紀火山岩

体・貫入岩体データベース」（西来ほか編，2012）(３)，「第四

紀噴火・貫入活動データベース」（西来ほか編，2014）(４)，

「日本の第四紀火山カタログ」（第四紀火山カタログ委員会編，

1999）(５)，「１万年噴火イベントデータ集」（産業技術総合研

究所地質調査総合センター編，2017）(６)及び各種「地質図幅」

である。また，カタログの引用文献等についても収集し，加え

て，「海域火山データベース」（海上保安庁海洋情報部）(７)，

「日本の主要第四紀火山の積算マグマ噴出量階段図」（山元，

2015）(８)及び「新編 火山灰アトラス」（町田・新井，2011）

(９)についても文献調査を実施した。さらに，文献収集の更なる

網羅性向上のため，補足的に国内外の主な科学技術系論文デー

タベースを用いて，地理的領域内の第四紀火山に関する論文等

について文献調査を実施した。 

なお，降下火砕物については，上記文献を用いて，地理的領
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域外の火山についても文献調査を実施した。 

また，施設に影響を及ぼし得る火山のうち，設計対応不可能

な火山事象の到達可能性範囲に敷地若しくは敷地近傍が含まれ

る火山については，地球物理学的調査の知見や近い将来の巨大

噴火の発生可能性についても文献調査を実施した。 

 (２) 地形調査 

主に国土地理院撮影の空中写真及び同院発行の地形図を使用

して空中写真判読を行い，敷地を中心とする半径 30km の範囲及

びその周辺地域において，第四紀火山の可能性がある地形の有

無を把握した。 

 (３) 地質調査 

地理的領域内の第四紀火山の噴出物を対象に地表踏査等を実

施し，敷地を中心とする半径 30km の範囲及びその周辺地域にお

いて，噴出物の種類，分布，第四紀火山の活動時期等を把握し

た。 

 (４) 火山学的調査 

地質調査において確認した降下火砕物及び火砕流堆積物を対

象に，堆積物の厚さ，空間分布等を把握した。 

 (５) 地球物理学的調査 

施設に影響を及ぼし得る火山のうち，設計対応不可能な火山

事象の到達可能性範囲に敷地若しくは敷地近傍が含まれる火山

を対象に，地震波速度構造，比抵抗構造，地震活動及び地殻変

動に関する検討を実施し，現在のマグマ溜まりの状況について

把握した。 
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(ハ) 施設に影響を及ぼし得る火山の抽出 

地理的領域内の第四紀火山の分布を添３－ト第１表及び添３－

ト第１図に，火山地質図を添３－ト第２図に示す。地理的領域内

には 48 の第四紀火山が分布する。敷地が位置する下北半島は，

北側は津軽海峡に，東側は太平洋に，西側は陸奥湾にそれぞれ面

している。敷地は，下北半島南部の太平洋側に位置し，この位置は

火山フロントの前弧側（東方）にある。 

地理的領域内の第四紀火山の形式，活動年代及び最後の活動か

らの経過期間を添３－ト第２表に示す。これらの火山について，

施設に影響を及ぼし得る火山を抽出した。 

 (１) 完新世に活動を行った火山 

「日本の火山（第３版）」（中野ほか編，2013）(１)及び「日

本活火山総覧（第４版）」（気象庁編，2013）(２)を参照し，地

理的領域内の第四紀火山のうち，完新世に活動を行った火山

（以下，「活火山」という。）を抽出した。 

その結果，北海道駒ヶ岳
ほっかいどうこまがたけ

，恵山
えさん

，恐山
おそれざん

，岩木山
いわきさん

，北八甲田
はっこうだ

火

山群（気象庁編（2013）(２)による「八甲田山」に相当する。），

十和田
とわだ

，秋田焼山
あきたやけやま

，八幡平
はちまんたい

火山群（気象庁編（2013）(２)による

「八幡平」に相当する。），岩手山
いわてさん

及び秋田駒ヶ岳
あきたこまがたけ

の 10 火山を

完新世に活動を行った火山として抽出した。 

 (２) 完新世に活動を行っていない火山 

完新世に活動を行っていない火山（38 火山）について，「日

本の火山（第３版）」（中野ほか編，2013）(１)等の記載年代に

基づき，最後の噴火から現在までの経過期間の方が，全活動期

間あるいは活動期間内の最大休止期間よりも短いとみなせる場
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合は，将来の活動可能性が否定できない火山と評価した。 

その結果，横津岳
よこつだけ

，陸奥燧岳
むつひうちだけ

，田代岳
たしろだけ

，藤沢森
ふじさわもり

，南八甲田火

山群，八甲田カルデラ，先十和田，玉川
たまがわ

カルデラ，網
あみ

張
はり

火山群，

乳頭
にゅうとう

・高倉
たかくら

及び荷葉岳
かようだけ

の 11 火山を将来の活動可能性が否定で

きない火山として抽出した。 

 (３) 施設に影響を及ぼし得る火山 

施設に影響を及ぼし得る火山として，「(ハ) (１) 完新世

に活動を行った火山」及び「(ハ) (２) 完新世に活動を行って

いない火山」より，北海道駒ヶ岳，恵山，恐山，岩木山，北八

甲田火山群，十和田，秋田焼山，八幡平火山群，岩手山，秋田

駒ヶ岳，横津岳，陸奥燧岳，田代岳，藤沢森，南八甲田火山群，

八甲田カルデラ，先十和田，玉川カルデラ，網張火山群，乳

頭・高倉及び荷葉岳の 21火山を抽出した。 
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(ニ) 施設に影響を及ぼし得る火山の火山活動に関する個別評価 

(１) 詳細調査対象火山の抽出 

施設に影響を及ぼし得る火山（21 火山）について，活動履歴

に関する文献調査により，立地評価の対象となる設計対応不可

能な火山事象の発生実績，過去最大規模の噴火による火山噴出

物の敷地への到達可能性等について添３－ト第３表に整理した。 

火砕物密度流については，敷地近傍では火砕流堆積物の分布

は認められないものの，十和田及び八甲田カルデラの過去最大

規模の噴火における火砕流の到達可能性範囲に敷地若しくは敷

地近傍が含まれる（添３－ト第３図，添３－ト第４図参照）。

一方，十和田及び八甲田カルデラ以外の施設に影響を及ぼし得

る火山については，発生実績や敷地からの離隔等より，火砕物

密度流が敷地に到達する可能性は十分に小さいと評価した。 

溶岩流，岩屑
がんせつ

なだれ，地滑り及び斜面崩壊については，敷地

から 50km 以内に分布する恐山及び八甲田カルデラが評価対象火

山となる。恐山については，溶岩流，岩屑なだれ，地滑り及び

斜面崩壊に伴う堆積物は敷地周辺には分布しない。一方，八甲

田カルデラについては，溶岩流，岩屑なだれ，地滑り及び斜面

崩壊の発生実績が認められない。その他の 19 火山については，

敷地から 50km 以内に分布しないことから，評価対象外である。

したがって，これらの火山事象が敷地に到達する可能性は十分

に小さいと評価した。 

新しい火口の開口及び地殻変動については，敷地が，施設に

影響を及ぼし得る火山の過去の火口及びその近傍に位置しない

こと，並びに火山フロントより前弧側（東方）に位置すること
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から，これらの火山事象が敷地において発生する可能性は十分

に小さいと評価した。 

以上のことから，施設に影響を及ぼし得る火山（21 火山）の

火砕物密度流以外の設計対応不可能な火山事象は，過去最大規

模の噴火を想定しても，施設に影響を及ぼす可能性は十分小さ

いと評価した。 

一方，火砕物密度流については，敷地及び敷地近傍が十和田

及び八甲田カルデラの火砕流の到達可能性範囲に含まれること

から，十和田及び八甲田カルデラについて，詳細な調査・検討

を実施した。なお，八甲田カルデラについては，隣接する南八

甲田火山群及び北八甲田火山群を含めて「八甲田山」として詳

細な調査・検討を実施した。 

 (２) 十和田 

気象庁編（2013）(２)によると，十和田は先カルデラ成層火山

群，十和田カルデラ及び後カルデラ成層火山・溶岩ドームから

なるとしている。その活動は，Hayakawa（1985）(10)によると，

先カルデラ期，カルデラ形成期及び後カルデラ期に区分される

としている。 

Hayakawa（1985）(10)及び工藤ほか（2011）(11)によると，カ

ルデラ形成期に火砕流を伴う規模の大きな噴火を３回（十和田

奥瀬
おくせ

火砕流，十和田大不動
おおふどう

火砕流，十和田八戸火砕流）起こし

ている（添３－ト第５図参照）。 

一方，Yamamoto et al.（2018）(12)は，地球化学的特徴から

十和田奥瀬火砕流を噴出した噴火を先カルデラ期とみなすとし

ており，見解が分かれている（添３－ト第６図参照）。 
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Hayakawa（1985）(10)によると，後カルデラ期に毛馬内火砕流

（見かけの噴出量は約５km3）を噴出したとしている。 

これらの噴火のうち巨大噴火に該当する噴火は，十和田大不

動火砕流（見かけの噴出量は約 40km3(10)）及び十和田八戸火砕

流（見かけの噴出量は約 40km3(10)）を噴出した噴火（以下，そ

れぞれを「噴火エピソードＮ」及び「噴火エピソードＬ」とい

う。）である。したがって，この２回の巨大噴火と最後の巨大

噴火（噴火エピソードＬ）以降の噴火を対象に評価を実施した。 

なお，十和田奥瀬火砕流（見かけの噴出量は約 10km3(10)）を

噴出した噴火は巨大噴火に該当しないが，噴火の様式と規模に

基づきカルデラ形成期として整理した。 

① 巨大噴火の可能性評価 

ａ．活動履歴 

工藤ほか（2011）(11)によると，現在の活動期である後カル

デラ期は，高頻度（噴火間隔 3400 年以下）かつ一回の噴出量

が 2.5DREkm3 以下であり，カルデラ形成期の低頻度（噴火間

隔 22000 年～ 4000 年）かつ一回の噴出量 1.2DREkm3～

20.3DREkm3 とは異なるとしている（添３－ト第５図参照）。

一方で，十和田の 10 万年前以降のマグマ供給率はほぼ一定で

あり，また，後カルデラ期は先カルデラ期後期と活動様式が

類似していることから，今後マグマ供給率が減少しなければ，

長期的（数万年スケール）には再びカルデラ形成期に移行す

る可能性が指摘されるとしている。しかし，過去の活動履歴

から，大規模噴火の前には数万年にわたって局在的な低噴出

率期（噴火エピソードＮの前は 0.07DREkm3/千年，噴火エピソ
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ードＬの前は 0.12DREkm3/千年）が先行するとしており，現在 

の活動は，約 15000 年間にわたって高噴出率期(0.70DREkm3/

千年)にあり，噴出量１DREkm3 以下の小規模噴火も数多く発生

していることから，現状ではカルデラ形成期のような状態に

至っていないと考えられるとしている。したがって，今後も

短期的（数百年～数千年スケール）には，過去 15000 年間と

同様な活動が継続すると推定され，仮に，今後カルデラ形成

を伴う大規模噴火が発生するとしても数万年先になると予想

されるとしている。なお，工藤ほか（2011）(11)の「カルデラ

形成を伴う大規模噴火」は，「巨大噴火」に相当する。 

一方，Yamamoto et al.（2018）(12)において，階段ダイア

グラム（添３－ト第６図参照）が示されており，これに基づ

き噴出率の傾向を確認した結果，カルデラ形成期の巨大噴火

前は低噴出率期（噴火エピソードＮの前は約 0.11DREkm3/千年，

噴火エピソードＬの前は約 0.15DREkm3/千年）であるが，現在

の後カルデラ期は高噴出率期(約 0.71DREkm3/千年)となってい

る。これは，工藤ほか（2011）(11)による噴出率の傾向と同様

である。 

また，文献調査により，十和田における近い将来の巨大噴

火の発生可能性に言及した文献について調査した結果，高橋

（2008）(13)及び工藤ほか（2011）(11)には，現状，巨大噴火の

可能性が低いとする主旨の知見は認められるが，巨大噴火が

起こる可能性があるとする知見は認められない。また，十和

田火山防災協議会（2018）(14)による十和田火山災害想定影響

範囲図においても，巨大噴火を想定していない。 
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ｂ．地質調査及び火山学的調査 

十和田における巨大噴火に伴う２回の大規模火砕流（十和

田大不動火砕流及び十和田八戸火砕流）の噴出物を対象に調

査を実施し，その分布を確認した。十和田近傍から敷地を中

心とした地域にかけての地質柱状図を添３－ト第７図に示す。

なお，巨大噴火には該当しないものの，十和田奥瀬火砕流は

敷地には到達していないことを確認した。 

(ａ) 十和田大不動火砕流 

十和田大不動火砕流を伴う巨大噴火では，火砕流の噴出

に先立って爆発的噴火に伴う降下火砕物（十和田切田
きりだ

テフ

ラ）が噴出しており，火砕流堆積物の直下に，この堆積物

が認められる。十和田大不動火砕流堆積物及び十和田切田

テフラの分布を添３－ト第８図に示す。 

十和田大不動火砕流堆積物は，六ヶ所鷹架
たかほこ

西（Loc.33）

及び野辺地目ノ越
めのこし

１（Loc.50）において，ローム層中に軽

石混じり火山灰層（火砕流堆積物）が層厚約 16cm 及び約３

cmのパッチ状として認められる。 

また，敷地を含むさらに北方の地域では，層相から火砕

流堆積物と判断できないものの，ローム層中に十和田大不

動火砕流起源に対比される径約１cm 以下の軽石が認められ，

敷地内（Loc.26）においては最大平均粒径約４mm の軽石が

認められる（添３－ト第９図参照）。 

したがって，十和田大不動火砕流は敷地に到達した可能

性が高いと考えられるが，火砕流堆積物の分布及びその層

相の特徴より，敷地はその到達末端に位置すると評価した。
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一方，十和田切田テフラは，北方に向かって層厚を減じ，

東北淋代
さびしろ

２（Loc.19），六ヶ所平沼
ひらぬま

１（Loc．23）等におい

て層厚約３cm～約７cmで確認した。 

(ｂ) 十和田八戸火砕流 

十和田八戸火砕流を伴う巨大噴火では，火砕流の噴出に

先立って爆発的噴火に伴う降下火砕物（十和田八戸テフラ）

が噴出しており，火砕流堆積物の直下に，この堆積物が認

められる。十和田八戸火砕流堆積物及び十和田八戸テフラ

の分布を添３－ト第 10図に示す。 

十和田八戸火砕流堆積物は，塊状無層理で淘汰が悪く，

軽石を主体として褐灰～灰白色火山灰の基質からなる。敷

地近傍では，ローム層中に軽石混じり火山灰層（火砕流堆

積物）が層厚約５cm～約 20cm のパッチ状として認められ，

敷地内（Loc.26）においても，層厚約 20cm のパッチ状を呈

する火砕流堆積物として確認した（添３－ト第９図参照）。 

また，敷地より北方の地域では，層相から火砕流堆積物

と判断できないものの，ローム層中に十和田八戸火砕流起

源に対比される径約１cm以下の軽石が認められる。 

したがって，十和田八戸火砕流は敷地に到達したと考え

られるが，火砕流堆積物の分布及びその層相の特徴より，

敷地はその到達末端に位置すると評価した。一方，十和田

八戸テフラは，北方に向かい急激に層厚を減じ，三沢市野

口（Loc.17）より北方では確認できない。 

ｃ．地球物理学的調査 

下司（2016）(15)によると，大規模噴火が発生するためには，
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その火山のシステムにあらかじめマグマを蓄積させておくこ

とが必要であるとしており，この大規模噴火を引き起こすマ

グマシステムは，下部地殻物質の部分溶融等による珪長質メ

ルトの生成，発生したメルトの分離・上昇，上部地殻への集

積等が起こり，地殻全体に広がる巨大で複雑なシステムであ

ると考えられるとしている。また，物理探査（地球物理学的

調査）によってカルデラ火山の地下に検出されつつある低速

度領域や低比抵抗領域は，このような部分溶融した貫入岩体

の複合体を見ていると考えられるとしており，カルデラの陥

没量とカルデラ形成噴火の噴出量がほぼ一致するとしている。

なお，下司（2016）(15)の「大規模噴火」の噴火規模は，「巨

大噴火」の噴火規模を包含する。 

以上のことから，巨大噴火に直接寄与する上部地殻におけ

るマグマ溜まりは，カルデラを超える範囲まで部分溶融域が

広がっていると考えられるため，巨大噴火が可能な量のマグ

マ溜まりが存在する可能性及び大規模なマグマの移動・上昇

等の活動に着目して地球物理学的調査を実施し，現在のマグ

マ溜まりの状況について評価した。 

地球物理学的調査として，地震波速度構造，比抵抗構造，

地震活動及び地殻変動に関する検討を実施した。流体の存在

に敏感な比抵抗構造と，流体のうちメルトか水か推定可能な

地震波速度構造は相補的な関係であるため，これらより，巨

大噴火が可能な量のマグマ溜まりが存在する可能性を把握し

た。また，地震活動及び地殻変動に関する調査を行い，大規

模なマグマの移動・上昇等の活動を把握した。 
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(ａ) 地震波速度構造及び比抵抗構造 

地震波速度構造について，Nakajima et al.（2001）(16)

によると，火山フロントに沿った最上部マントルの低Ｖｐ，

低Ｖｓ及び高Ｖｐ/Ｖｓは，大量のメルトの存在を示唆する

としている。また，火山フロントに沿った下部地殻のうち

活火山の直下の低Ｖｐ，低Ｖｓ及び高Ｖｐ/Ｖｓは，メルト

の存在を示唆するとしている。加えて，火山フロントに沿

った上部地殻のうち活火山の直下の低Ｖｐ，低Ｖｓ及び低

Ｖｐ/Ｖｓは，水の存在を示唆するとしている（添３－ト第

11 図参照）。中島（2017）(17)によると，Nakajima et al.

（2001）(16)の解析結果等から，東北地方の火山地域の地殻

にはいくつかの共通する特徴が存在するとしており，上部

地殻内には大規模な（>10km）マグマ溜まりは存在しないと

している（添３－ト第 12図参照）。 

防災科学技術研究所 HP 上の「日本列島下の三次元地震波

速度構造（海域拡大 2019 年版）」（Matsubara et al.，

2019）(18)の地震波トモグラフィ解析結果（添３－ト第 13 図

参照）及び Hi-net や東北大学等の観測点の観測データを用

いた地震波トモグラフィ解析結果（添３－ト第 14 図参照）

に基づくと，いずれの結果でも十和田直下の上部地殻内(約

20km 以浅)に，メルトの存在を示唆する顕著な低Ｖｐかつ

高Ｖｐ/Ｖｓ領域は認められない。 

一方，比抵抗構造について，Kanda and Ogawa（2014)(19)

によると，インダクションベクトルの実部は本質的に低比

抵抗の方向を指す傾向があるとしている。Kanda and Ogawa
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（2014）(19)のインダクションベクトル（添３－ト第 15 図参

照）に基づくと，16 秒周期では，十和田に向くベクトルは

認められず，顕著な低比抵抗異常は推定できない。また，

磁場３成分を用いたインバージョン解析により，インダク

ションベクトルを再現できる北東北の三次元比抵抗構造が

示されており，その解析結果（添３－ト第 16 図参照）に基

づくと，十和田直下の上部地殻内にマグマ若しくは高塩濃

度流体を示唆する顕著な低比抵抗領域は認められない。 

地震波速度構造及び比抵抗構造を統合的に解釈すると，

十和田直下の上部地殻内に大規模なマグマ溜まりの存在を

示唆する顕著な低速度・高Ｖｐ/Ｖｓかつ低比抵抗領域は認

められない。 

(ｂ) 地震活動 

気象庁一元化震源カタログ（地震月報（カタログ編）(20)

（期間：1997 年 10 月～2017 年 12 月）及び気象庁一元化処

理震源要素(21)（期間：2018 年１月～2018 年 12 月））より

作成した十和田付近の震央分布及び地震活動の時間変化を

添３－ト第 17 図に示す。地震は，十和田の後カルデラ期の

最新の噴火（十和田ａ）の火口である十和田湖中湖付近及

びその周辺の震源深さ５km～10km 付近に集中する一方で，

低周波地震はそれらよりやや深い 25km～35km 付近で発生し

ている。 

また，「十和田の火山活動解説資料（平成 26 年１月）」

（気象庁，2014）(22)によると，2014 年１月 27 日昼前から

夜にかけて地震活動が活発な状況になったが， 27 日の夜
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から地震回数は減少し，２月に入ってからは概ね静穏な状

況であり，低周波地震，火山性微動は観測されていないと

している。また，火山活動に特段の変化はなく，噴火の兆

候は認められず，2007 年 12 月１日の噴火予報（平常）の

発表以降，予報警報事項に変更はないとしている。 

(ｃ) 地殻変動 

国土地理院（2018）(23)によると，平成 23 年(2011 年）東

北地方太平洋沖地震後の余効変動が，東日本の広い範囲で

見られるとしている。 

国土地理院による電子基準点データから作成した十和田

周辺の基準点間の基線長（斜距離成分）の時間変化（期

間：2003 年１月～2018 年 12 月）を添３－ト第 18 図に示す。

十和田では，2011 年東北地方太平洋沖地震以降の余効変動

が継続しているが，地震発生前を含め，十和田を中心とし

た地域では，この余効変動を超える継続的な変位の累積は

認められない。 

また，「十和田の火山活動解説資料（平成 26 年１月）」

（気象庁，2014）(22)において，2014 年１月に地震活動が活

発化した際の地殻変動観測結果によると，地震増加時及び

その前後で十和田付近の地殻変動に変化は認められないと

している。 

加えて，第 131 回火山噴火予知連絡会資料（気象庁，

2015）(24)によると，十和田周辺における干渉ＳＡＲの解析

結果（2014 年９月４日と 2014 年 10 月 16 日）について，

ノイズレベルを超える位相変化は認められないとしており，
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第 143 回火山噴火予知連絡会資料（気象庁，2019）(25)にお

いても，十和田周辺における干渉ＳＡＲの解析結果（2015

年 10 月８日と 2018 年 10 月 18 日）について，ノイズレベ

ルを超えるような位相変化は認められないとしている。 

さらに，国土地理院による基盤地図情報及び一等水準点

検測成果収録を基に作成した，十和田付近の一等水準路線

の上下変動（添３－ト第 19 図）によると，大館付近におい

て局所的な変動はあるが，十和田に最も近い碇ヶ関付近の

一等水準点には継続的な変位の累積は認められず，十和田

を中心とした継続的な変位の累積は認められない。 

(ｄ) 地球物理学的調査の評価 

地震波速度構造，比抵抗構造，地震活動及び地殻変動に

関する検討の結果，現状，十和田直下の上部地殻内(約

20km 以浅)には，巨大噴火が可能な量のマグマ溜まりが存

在する可能性は十分小さく，大規模なマグマの移動・上昇

等の活動を示す兆候も認められない。 

ｄ．巨大噴火の可能性評価のまとめ 

活動履歴から，巨大噴火が発生したカルデラ形成期と現在

の活動期である後カルデラ期は，噴火の頻度・噴出量・噴出

率が異なる（巨大噴火前には数万年間の低噴出率期が先行す

る傾向が見られるが，後カルデラ期は高噴出率期である）こ

と等から，現状ではカルデラ形成期のような状態には至って

いないと考えられる（工藤ほか，2011）(11)。 

地質調査及び火山学的調査結果から，敷地は，巨大噴火に

伴う２回の大規模火砕流であるカルデラ形成期の十和田八戸
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火砕流及び十和田大不動火砕流の到達末端に位置すると評価

した。 

地球物理学的調査の結果，現状，十和田直下の上部地殻内

(約 20km 以浅)には，巨大噴火が可能な量のマグマ溜まりが存

在する可能性は十分小さく，大規模なマグマの移動・上昇等

の活動を示す兆候も認められない。 

文献調査の結果，十和田について，高橋（2008）(13)及び工

藤ほか（2011）(11)には，現状，巨大噴火の可能性が低いとす

る主旨の知見は認められるが，巨大噴火が起こる可能性があ

るとする知見は認められない。また，十和田火山防災協議会

（2018）(14)による十和田火山災害想定影響範囲図においても，

巨大噴火を想定していない。 

以上のことから，十和田の現在の活動状況は，巨大噴火が

差し迫った状態ではなく，巨大噴火の可能性を示す科学的に

合理性のある具体的な根拠が得られていないことから，施設

の運用期間中における巨大噴火の可能性は十分に小さいと評

価した。 

② 最後の巨大噴火以降の火山活動の評価 

ａ．活動履歴 

最後の巨大噴火（噴火エピソードＬ）以降の活動期である

後カルデラ期は，1000 年単位で頻繁に噴火を続けており，後

カルデラ期と同規模の活動可能性は十分小さいと判断できな

い。 

したがって，最後の巨大噴火以降の火山活動の評価対象と

しては，後カルデラ期の最大規模の火砕流を伴う噴火である，
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噴火エピソードＡの毛馬内火砕流（見かけの噴出量は約５

km3(10)）とした（添３－ト第 20図参照）。 

ｂ．地質調査及び火山学的調査 

町田・新井（2011）(９)及び Hayakawa（1985）(10)は，毛馬

内火砕流堆積物を十和田カルデラから主に河川沿いに図示し

ている。また，十和田火山防災協議会（2018）(14)は，広井ほ

か（2015）(26)等を考慮し，毛馬内火砕流堆積物及びＯＹＵ-

２ｂの火砕サージ堆積物の確認地点を基に，十和田カルデラ

の周囲約 20km の範囲を火砕流・火砕サージの推定到達範囲と

して図示している。それらを併せて添３－ト第 21図に示す。 

いずれの知見においても，毛馬内火砕流は，敷地には到達

していない。 

ｃ．最後の巨大噴火以降の火山活動の評価のまとめ 

活動履歴及び地質調査・火山学的調査の結果より，最後の

巨大噴火以降の最大規模の毛馬内火砕流が敷地に到達してい

ないことから，火砕物密度流が施設に影響を及ぼす可能性は

十分小さいと評価した。また，火砕物密度流以外の設計対応

不可能な火山事象は，「（ニ）（１） 詳細調査対象火山の

抽出」に記載するように，敷地と火山の離隔等から，施設に

影響を及ぼす可能性は十分小さいと評価した。 

 (３) 八甲田山 

気象庁編（2013）(２)によると，八甲田山は，少なくとも 17

以上の成層火山や溶岩ドームからなり，南八甲田火山群及び北

八甲田火山群に区分され，八甲田カルデラは，北八甲田火山群

の直下～北東に存在するとしている。 
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中野ほか編（2013）(１)及び宝田・村岡（2004）(27)によると，

南八甲田火山群は，八甲田カルデラの先カルデラ火山であり，

約 1.1Ma～0.3Maに活動したとしている。 

村岡・高倉（1988）(28)によると，八甲田カルデラの噴出物と

して，八甲田第１期火砕流堆積物及び八甲田第２期火砕流堆積

物が示されている。 

中野ほか編（2013）(１)及び工藤ほか（2011）(29)によると，

八甲田山の活動を南八甲田火山群，八甲田カルデラ及び北八甲

田火山群の活動に区分し，このうち，八甲田カルデラにおいて

は，約１Ma（八甲田中里川），0.90Ma（八甲田黄瀬
おうせ

），0.76Ma

（八甲田第１期）及び 0.40Ma（八甲田第２期）に大規模火砕流

を噴出したとしている。 

工藤ほか（2004）(30)によると，北八甲田火山群は，八甲田カ

ルデラの形成後の約 40 万年前以降に活動を開始した後カルデラ

火山群であるとしている。 

これらを踏まえた八甲田山の各火山の分布と階段ダイアグラ

ムを添３－ト第 22図に示す。 

これらの噴火のうち，巨大噴火に該当する噴火は，八甲田カ

ルデラの八甲田第１期火砕流（見かけの噴出量は 37km3(５)）及

び八甲田第２期火砕流（見かけの噴出量は 36 km3(５)）を噴出し

た噴火である。したがって，この２回の巨大噴火と最後の巨大

噴火（八甲田第２期火砕流を噴出した噴火）以降の噴火を対象

に評価を実施した。 

① 巨大噴火の可能性評価 

ａ．活動履歴 
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八甲田山は，約 110 万年前から活動を開始し，南八甲田火

山群及び八甲田カルデラの活動後，最近 30 万年間では北八甲

田火山群のみ活動が継続している。 

工藤ほか（2004）(30)によると，北八甲田火山群は，八甲田

カルデラの形成後の約 40 万年前以降に活動を開始した後カル

デラ火山群である。また，北八甲田火山群の噴出率及び活動

様式の時間変化から，その火山活動のピークは 40 万年前～10

万年前までの間にあったと考えられ，10 万年前以降の火山活

動は比較的低調になっているとしている。加えて，噴出中心

が火山群中央部に収束する傾向が認められることからも，北

八甲田火山群の活動は，長期的にみると終息へと向かいつつ

ある状態と解釈できるとしている（添３－ト第 23図参照）。 

また，文献調査により，八甲田山における近い将来の巨大

噴火の発生可能性に言及した文献について調査した結果，現

状，巨大噴火が起こる可能性があるとする知見は認められず，

八甲田山火山防災協議会（2014）(31)による火山災害予想区域

図においても，巨大噴火を想定していない。 

ｂ．地質調査及び火山学的調査 

八甲田山において，過去最大規模の火砕物密度流を噴出し

た八甲田カルデラの噴出物を対象に調査を実施した。 

村岡・高倉（1988） (28)，第四紀火山カタログ委員会編

（1999）(５)によると，八甲田第１期火砕流の見かけの噴出量

は 37km3，八甲田第２期火砕流の見かけの噴出量は 36 km3 と

されているが，八甲田第１期火砕流堆積物は，工藤ほか

（2006）(32)，工藤ほか（2011）(29)等によって示された年代測
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定，化学分析結果等によると，異なる時代の複数の火砕流堆

積物で構成されている可能性があるとされている。これらの

ことから，２回の巨大噴火のうち八甲田第２期火砕流が，八

甲田山の過去最大規模の火砕流であると評価した。 

八甲田第２期火砕流堆積物は，添３－ト第 24 図に示すよ

うに，八甲田山周辺に広く分布し，敷地方向では八甲田山か

ら東北町西部にかけて分布し，八甲田山近傍の小幌内
こほろない

川林道

（Loc.A05）及び十和田砂土路（Loc.A01）では層厚約６ｍ及び

約４ｍ，東北南平赤川支流（Loc.B13）では層厚約 2.5ｍ以上の

火砕流堆積物として確認した。一方，東北長者久保
ちょうじゃくぼ

西方

（Loc.B01）においては，オレンジテフラ，甲地
かっち

軽石（工藤

（2005）(33)による「八甲田白ベタテフラ」に相当する。）及び

複数の降下火砕物（ 袋町
ふくろまち

テフラ群：桑原（2004）(34)の「袋町

１～13 テフラ」に相当する。）が確認され，これらの間に挟

まる袋町９ａテフラは，概ね淘汰良好な軽石を主体とするこ

とから，降下火砕物と評価した。また，その年代及び鉱物的

特徴（石英を非常に多く含む等）は，八甲田第２期の噴出物

と類似することから，八甲田第２期の噴火に伴って噴出した

降下火砕物と考えられる。しかし，本地点では，同噴火に伴

う火砕流堆積物は確認できない。このことは，本地点には，

八甲田第２期の噴火に伴う火砕流は到達していないことを示

唆している（添３－ト第 25 図参照）。加えて，桑原（2004）

(34)及び桑原ほか（2007）(35)によると，野辺地町袋町地点にお

ける露頭から，降下火砕物等の層序等に関する報告がされて

いるが，八甲田第２期火砕流堆積物は認められていない。 
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以上のことから，これらの地点より北方に位置する敷地に

火砕流は到達していないと評価した。 

ｃ．地球物理学的調査 

地球物理学的調査として，十和田と同様に，地震波速度構

造，比抵抗構造，地震活動及び地殻変動に関する検討を実施

した。流体の存在に敏感な比抵抗構造と，流体のうちメルト

か水か推定可能な地震波速度構造は相補的な関係であるため，

これらより，巨大噴火が可能な量のマグマ溜まりが存在する

可能性を把握した。また，地震活動及び地殻変動に関する調

査を行い，大規模なマグマの移動・上昇等の活動を把握した。 

(ａ) 地震波速度構造及び比抵抗構造 

地震波速度構造について，Nakajima et al.（2001）(16)

によると，火山フロントに沿った最上部マントルの低Ｖｐ，

低Ｖｓ及び高Ｖｐ/Ｖｓは，大量のメルトの存在を示唆する

としている。また，火山フロントに沿った下部地殻のうち

活火山の直下の低Ｖｐ，低Ｖｓ及び高Ｖｐ/Ｖｓは，メルト

の存在を示唆するとしている。加えて，火山フロントに沿

った上部地殻のうち活火山の直下の低Ｖｐ，低Ｖｓ及び低

Ｖｐ/Ｖｓは，水の存在を示唆するとしている（添３－ト第

11 図参照）。中島（2017）(17)によると，Nakajima et al.

（2001）(16)の解析結果等から，東北地方の火山地域の地殻

にはいくつかの共通する特徴が存在するとしており，上部

地殻内には大規模な（>10km）マグマ溜まりは存在しないと

している（添３－ト第 12図参照）。 

防災科学技術研究所 HP 上の「日本列島下の三次元地震波
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速度構造（海域拡大 2019 年版）」（Matsubara et al.，

2019）(18)の地震波トモグラフィ解析結果（添３－ト第 13 図

参照）及び Hi-net や東北大学等の観測点の観測データを用

いた地震波トモグラフィ解析結果（添３－ト第 14 図参照）

に基づくと，いずれの結果でも八甲田山直下の上部地殻内

(約 20km 以浅)に，メルトの存在を示唆する顕著な低Ｖｐか

つ高Ｖｐ/Ｖｓ領域は認められない。 

一方，比抵抗構造について，Kanda and Ogawa（2014）

(19)によると，インダクションベクトルの実部は本質的に低

比抵抗の方向を指す傾向があるとしている。小川（1991）

(36)によると，周期 64 秒のインダクションベクトル（添３－

ト第 26 図参照）では津軽海峡の誘導電流の影響で北向き成

分が卓越するとしているが，調査域の東半分のインダクシ

ョンベクトルの北向き成分が小さいことから深部に低比抵

抗異常が存在することを示唆しているとしている。また，

小川（1991）(36)の広域的な比抵抗構造の影響も考慮した二

次元比抵抗構造（添３－ト第 27 図参照）によると，八甲田

地域の深度 10km 以深に低比抵抗帯が存在するとしているが，

八甲田山直下の上部地殻内の 10km 以浅に顕著な低比抵抗領

域は認められない。 

地震波速度構造及び比抵抗構造を統合的に解釈すると，

八甲田山直下の上部地殻内の 10km 以深は低比抵抗領域であ

るが，その領域は低Ｖｐかつ低Ｖｐ/Ｖｓであることから，

上部地殻内に大規模なマグマ溜まりの存在を示唆する顕著

な低速度・高Ｖｐ/Ｖｓかつ低比抵抗領域は認められない。 
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(ｂ) 地震活動 

気象庁一元化震源カタログ（地震月報（カタログ編）(20)

（期間：1997 年 10 月～2017 年 12 月）及び気象庁一元化処

理震源要素(21)（期間：2018 年１月～2018 年 12 月））より

作成した八甲田山付近の震央分布及び地震活動の時間変化

を添３－ト第 28 図に示す。八甲田山においては，通常の地

震が観測期間を通じて北八甲田火山群付近の深さ 10km 以浅

に集中している。 

また，「八甲田山の火山活動解説資料（令和元年 10 月７

日）」（気象庁，2019）(37)によると，2019 年 10 月７日６

時以降，大岳山頂の西約４km，深さ約１km 付近を震源とす

る地震が増加し，14 時までに 61 回発生したとしている。

また，2018 年４月 10 日に日回数 22 回を観測するなど，こ

れまでも周辺で一時的な地震の増加がみられたが，低周波

地震及び火山性微動は観測されておらず，地震活動以外に

火山活動の活発化は認められないとし，噴火予報（噴火警

戒レベル１，活火山であることに留意）の予報事項に変更

は無いとしている。 

加えて，「火山の状況に関する解説情報（八甲田山第３

号）令和元年 10月８日 16時 00分」（気象庁，2019）(38)に

よると，2019 年 10 月７日６時頃から始まった八甲田山周

辺での地震は，2019 年 10 月８日 10 時以降観測されていな

いとしている。加えて，低周波地震や火山性微動は観測さ

れておらず，地殻変動に火山活動に伴う変化はみられない

としている。また，監視カメラによる観測では，地獄沼付
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近及び大岳周辺に特段の変化はみられず，火山活動の活発

化を示す変化は認められないとしている。 

(ｃ) 地殻変動 

国土地理院（2018）(23)によると，平成 23 年(2011 年）東

北地方太平洋沖地震後の余効変動が，東日本の広い範囲で

見られるとしている。 

国土地理院による電子基準点データから作成した八甲田

山周辺の基準点間の基線長（斜距離成分）の時間変化（期

間：1997 年１月～2018 年 12 月）を添３－ト第 29 図に示す。 

八甲田山では，2011 年東北地方太平洋沖地震前において，

十和田－黒石及び青森Ａ－十和田の基準点間で継続的な縮

みが確認されていた。しかし，2011 年東北地方太平洋沖地

震以降，すべての基線において余効変動が継続している。 

また，「八甲田山の火山活動解説資料（平成 26 年６月）」

（気象庁，2014）(39)によると，2013 年２月頃以降わずかな

膨張を示す地殻変動がみられていたが，８月頃から鈍化し，

11月頃からは停滞しその状態が続いているとしている。 

加えて，第 131 回火山噴火予知連絡会資料（気象庁，

2015）(24)によると，八甲田山周辺における干渉ＳＡＲの解

析結果（2014 年９月４日と 2014 年 10 月 16 日）について，

ノイズレベルを超える位相変化は認められないとしており，

第 143 回火山噴火予知連絡会資料（気象庁，2019）(25)にお

いて，八甲田山周辺における干渉ＳＡＲの解析結果（2015

年 10 月８日と 2018 年 10 月 18 日）について，山頂の西側

周辺で衛星視線方向伸長の位相変化が認められるが，気象
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ノイズによる可能性があるとしている。 

さらに，国土地理院による基盤地図情報及び一等水準点

検測成果収録を基に作成した，八甲田山付近の一等水準路

線の上下変動（添３－ト第 30 図参照）によると，青森及び

藤崎町付近において地盤沈下による局所的な変動はあるが，

八甲田山に最も近い青森付近の一等水準点には継続的な変

位の累積は認められず，八甲田山を中心とした継続的な変

位の累積は認められない。 

(ｄ) 地球物理学的調査の評価 

地震波速度構造，比抵抗構造，地震活動及び地殻変動に

関する検討の結果，現状，八甲田山直下の上部地殻内(約

20km 以浅)には，巨大噴火が可能な量のマグマ溜まりが存

在する可能性は十分小さく，大規模なマグマの移動・上昇

等の活動を示す兆候も認められない。 

ｄ．巨大噴火の可能性評価のまとめ 

活動履歴について，工藤ほか（2004）(30)によると，八甲田

カルデラの形成後の約 40 万年前以降に活動を開始した後カル

デラ火山群である北八甲田火山群について，その活動のピー

クは 40 万年前～10 万年前までの間にあったと考えられ，10

万年前以降の火山活動は比較的低調になっており，長期的に

みると終息へと向かっているとしている。 

地質調査及び火山学的調査結果から，２回の巨大噴火のう

ち過去最大規模の噴火である八甲田第２期火砕流は敷地に到

達していないと評価した。 

地球物理学的調査の結果，現状，八甲田山直下の上部地殻
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内(約 20km 以浅)には，巨大噴火が可能な量のマグマ溜まりが

存在する可能性は十分小さく，大規模なマグマの移動・上昇

等の活動を示す兆候も認められない。 

文献調査の結果，八甲田山について，現状，巨大噴火が起

こる可能性があるとする知見は認められず，八甲田山火山防

災協議会（2014）(31)による火山災害予想区域図においても，

巨大噴火を想定していない。 

以上のことから，八甲田山の現在の活動状況は，巨大噴火

が差し迫った状態ではなく，巨大噴火の可能性を示す科学的

に合理性のある具体的な根拠が得られていないことから，施

設の運用期間中における巨大噴火の可能性は十分に小さいと

評価した。 

② 最後の巨大噴火以降の火山活動の評価 

ａ．活動履歴 

最後の巨大噴火（八甲田第２期火砕流を噴出した噴火）以

降の活動について，北八甲田火山群は，工藤ほか（2004）(30)

によると，八甲田カルデラの形成後の約 40 万年前以降に活動

を開始した後カルデラ火山群であるとしていることから，北

八甲田火山群における最大規模の火山活動を評価した。 

一方，八甲田カルデラの先カルデラ火山である南八甲田火

山群については，宝田・村岡（2004）(27)によると，約 1.1Ma

頃に活動を開始し八甲田カルデラ形成後の約 0.3Ma まで活動

したとしていることから，最後の巨大噴火（約 40 万年前）以

降，約 30 万年前までの活動における最大規模の火山活動を評

価した。 
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ｂ．地質調査及び火山学的調査 

工藤ほか（2004）(30)によると，最後の巨大噴火以降の火山

活動である北八甲田火山群（40 万年前以降）の活動における

最大規模の噴火に伴う噴出物は高田大岳
たかだおおだけ

溶岩類（3.2DREkm3）

であり，その分布は噴出中心付近に限られ，敷地が位置する

北東方向では，八甲田カルデラを越えて分布していない。な

お，北八甲田火山群の全噴出物や岩屑なだれを含め，八甲田

カルデラを越えて分布していない（添３－ト第 31図参照）。 

一方，宝田・村岡（2004）(27)によると，八甲田カルデラの

先カルデラ火山である南八甲田火山群について，最後の巨大

噴火（約 40 万年前）以降，約 30 万年前まで活動したとされ

るが，それらの噴出物の分布は南八甲田火山群の山体周辺に

限られ，敷地が位置する北東方向では，八甲田カルデラを越

えて分布していない（添３－ト第 32図参照）。 

ｃ．最後の巨大噴火以降の火山活動の評価のまとめ 

活動履歴及び地質調査・火山学的調査の結果より，後カル

デラ火山群である北八甲田火山群の最大規模の噴火に伴う噴

出物である高田大岳溶岩類の分布は噴出中心付近に限られ，

敷地が位置する北東方向では，八甲田カルデラを越えて分布

していない。一方，南八甲田火山群は最後の巨大噴火以降，

約 30 万年前まで活動したとされるが，それらの噴出物の分布

は南八甲田火山群の山体周辺に限られ，敷地が位置する北東

方向では，八甲田カルデラを越えて分布していない。 

また，新しい火口の開口及び地殻変動については，「（ニ）

（１） 詳細調査対象火山の抽出」に記載するように，敷地
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において発生する可能性は十分に小さいと評価した。 

以上のことから，八甲田山の最後の巨大噴火以降の火山活

動に伴う設計対応不可能な火山事象は，発生実績や敷地と火

山の離隔等から，施設に影響を及ぼす可能性は十分小さいと

評価した。 

 (４) まとめ 

施設に影響を及ぼし得る火山（21 火山）を対象に，設計対応

不可能な火山事象について，発生実績，過去最大規模の噴火等

の知見に基づき敷地への到達可能性について評価した。 

火砕物密度流以外の設計対応不可能な火山事象については，

発生実績や敷地と火山の離隔等から，過去最大規模の噴火を想

定しても，施設に影響を及ぼす可能性は十分小さい。 

一方，火砕物密度流については，文献調査の結果，十和田及

び八甲田カルデラの巨大噴火に伴う火砕流の到達可能性範囲に

敷地若しくは敷地近傍が含まれることから，十和田及び八甲田

山について，詳細な調査・検討を実施した。 

十和田の巨大噴火の可能性評価については，地質調査及び火

山学的調査の結果，敷地は巨大噴火による火砕流の末端に位置

すると考えられるが，活動履歴，地震波速度構造，比抵抗構造，

地震・地殻変動データ等から，巨大噴火が差し迫った状態では

なく，巨大噴火の可能性を示す科学的に合理性のある具体的な

根拠が得られていないことから，施設の運用期間中における巨

大噴火の可能性は十分に小さいと評価した。また，最後の巨大

噴火以降の火山活動については，活動履歴及び地質調査・火山

学的調査の結果より，最後の巨大噴火以降の最大規模の火砕流
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が敷地に到達していないことから，施設に影響を及ぼす可能性

は十分小さく，火砕物密度流以外の設計対応不可能な火山事象

は，敷地と火山の離隔等から，施設に影響を及ぼす可能性は十

分小さいと評価した。 

八甲田山の巨大噴火の可能性評価については，地質調査及び

火山学的調査の結果，巨大噴火による火砕流は敷地に到達して

いないと考えられ，活動履歴，地震波速度構造，比抵抗構造，

地震・地殻変動データ等から，巨大噴火が差し迫った状態では

なく，巨大噴火の可能性を示す科学的に合理性のある具体的な

根拠が得られていないことから，施設の運用期間中における巨

大噴火の可能性は十分に小さいと評価した。また，最後の巨大

噴火以降の火山活動については，活動履歴及び地質調査・火山

学的調査の結果より，設計対応不可能な火山事象は，発生実績

や敷地と火山の離隔等から，施設に影響を及ぼす可能性は十分

小さいと評価した。 
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(ホ) 火山活動のモニタリング 

(１) モニタリング対象火山 

施設の運用期間中における十和田の巨大噴火の可能性は十分

に小さいが，過去の巨大噴火による火砕流が，到達末端とは考

えられるものの敷地に到達したと評価したことから，モニタリ

ング対象火山とする。 

一方，八甲田山についても，施設の運用期間中における巨大

噴火の可能性が十分に小さく，過去の巨大噴火による火砕流も

敷地には到達していないと評価したが，最近の火山活動の推移

を確認することの重要性も考慮し，モニタリング対象火山とす

る。 

以上のことから，十和田及び八甲田山を対象に，科学的知見

を収集し，更なる安全性の向上に資するため，火山活動のモニ

タリングを行い，施設の運用期間中において巨大噴火の可能性

が十分に小さいと評価した根拠が維持されていることを確認す

る。 

(２) モニタリング項目 

十和田及び八甲田山について，評価時からの状態の変化の検

知により，巨大噴火の可能性が十分に小さいと評価した根拠が

維持されていることを確認することを目的として，公的機関の

観測網による地殻変動及び地震活動の観測データ，公的機関に

よる発表情報等を収集・分析し，観測点の比高・基線長，地震

の発生回数等に基づく判断基準を用いて，モニタリングを行う。

また，判断基準については，データを蓄積し，最新の知見も踏

まえ，火山専門家等の助言を得た上で随時更新する。加えて，



３－ト－32 

干渉ＳＡＲや水準測量も実施し，モニタリング精度向上に努め

る。 

(３) 定期的評価 

モニタリング結果については，定期的（原則として１年に１

回）又は臨時（観測データの有意な変化の発生時）に，火山専

門家等による第三者の助言を得る。火山の状態に応じた判断基

準に基づき，観測データに有意な変化があった場合は，火山専

門家の助言を踏まえ，当社が総合判断を行い，対処内容を決定

する。 

なお，添付書類五「イ．(ロ)(７)④ 火山事象に関する設計」

に記載するように，対処に当たっては，その時点の最新の科学

的知見に基づき可能な限りの対処を行う。 
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(へ) 施設の安全性に影響を与える可能性のある火山事象の影響評価 

施設に影響を及ぼし得る火山（21 火山）について，現状におけ

る活動可能性及び規模を考慮し，施設の安全性に影響を与える可

能性のある火山事象について検討した。 

なお，降下火砕物については，地理的領域外の火山を含めてそ

の影響を評価した。 

(１) 降下火砕物 

① 給源を特定できる降下火砕物 

「新編 火山灰アトラス」（町田・新井，2011）(９)等による，

地理的領域内外における降下火砕物の分布を添３－ト第 33 図及

び添３－ト第 34図に示す。 

町田・新井（2011）(９)及び地質調査により，敷地及び敷地近

傍において確認される主な降下火砕物として，下位より，甲地

軽石，オレンジテフラ，洞爺火山灰，鬼界葛原
きかいとづらはら

テフラ，阿蘇４

テフラ，十和田レッドテフラ， 支笏
しこつ

第１テフラ，十和田切田テ

フラ，姶良
あいら

Ｔｎテフラ，十和田八戸テフラ，濁川テフラ，十和

田中掫
ちゅうせり

テフラ，十和田ａテフラ及び白頭山
はくとうさん

苫小牧
とまこまい

テフラが挙げ

られる（添３－ト第４表参照）。 

地理的領域内の火山を給源とする降下火砕物のうち，十和田

のオレンジテフラ，十和田レッドテフラ及び十和田切田テフラ

は最後の巨大噴火以前の，また十和田八戸テフラは最後の巨大

噴火の噴出物であり，現在は，最後の巨大噴火以降の活動であ

る後カルデラ期の活動が継続していることから，これらの降下

火砕物を評価対象外とした。加えて，濁川テフラの給源である

濁川カルデラは「（ハ） 施設に影響を及ぼし得る火山の抽出」
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において，施設に影響を及ぼし得る火山ではないと評価したこ

とから，評価対象外とした。 

一方，地理的領域外の火山を給源とする降下火砕物のうち，

巨大噴火に伴う噴出物である洞爺火山灰，鬼界葛原テフラ，阿

蘇４テフラ，支笏第１テフラ及び姶良Ｔｎテフラを噴出した各

火山は現在，後カルデラ火山の活動を継続しており同規模噴火

の可能性は十分小さいことから，これらの降下火砕物を評価対

象外とした。このうち，敷地及び敷地近傍での層厚が最も大き

い洞爺火山灰（20cm～30cm）を噴出した洞爺カルデラの階段ダ

イアグラムを添３－ト第 35図に示す。 

以上のことから，評価対象となる降下火砕物は，甲地軽石，

十和田中掫テフラ，十和田ａテフラ及び白頭山苫小牧テフラで

ある。文献調査及び地質調査の結果，敷地における層厚が最も

大きい降下火砕物は甲地軽石であり（添３－ト第４表参照），

敷地内の複数の地点で確認した（添３－ト第 36 図参照）。再堆

積を含む層厚が最大であるＫＰ－１孔（添３－ト第 37 図参照）

において，軽石が比較的密に集積する主部（層厚 21cm）と，そ

の上位に堆積する甲地軽石を含む再堆積層（火山灰質シルト：

層厚 22cm）を確認したことから，再堆積を含む甲地軽石の層厚

を 43cmと評価した。 

② 給源不明な降下火砕物 

地質調査により敷地及び敷地近傍において確認した主な給源

不明な降下火砕物として，Ａ～Ｄテフラがある（添３－ト第４

表参照）。これらの降下火砕物のうち，最も層厚が大きい降下

火砕物はＣテフラ（約 12cm）である。 
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③ 降下火砕物シミュレーション 

降下火砕物シミュレーションの実施に当たって，解析可能な

給源を特定できる降下火砕物について，同規模噴火の可能性，

地質調査結果（最大層厚），敷地と火山との離隔及び噴出量を

検討し，敷地に最も影響を与える甲地軽石を対象に解析を実施

した。 

本解析は，移流拡散モデルを用いた解析プログラムであり，

降下火砕物が全て降下するまで，一定方向に同じ風速の風が吹

き続けるという保守性を考慮した上で実施した。 

降下火砕物シミュレーションに用いる入力パラメータについ

ては，甲地軽石が 28 万年前～18 万年前の噴火と非常に古く，

噴火に係る入力パラメータの情報が乏しいことから，工藤ほか

（2004）(30)の等層厚線の分布主軸方向の風を抽出・平均した風

を用いて，その等層厚線を概ね再現できる解析結果（添３－ト

第 38 図参照）に基づき設定した。再現解析結果を踏まえた入

力パラメータを添３－ト第５表に示す。 

月別平年値の風を用いた解析の結果は，敷地における降下火

砕物の層厚が 6.0cm～25cmとなる（添３－ト第 39図参照）。 

一方，不確かさの検討については，敷地が八甲田山の北東方

向に位置していることから，敷地方向の風を考慮した風向の不

確かさの影響が最も大きくなると考えられる。したがって，八

甲田山から敷地に向かう風を抽出・平均して作成した敷地方向

の風を用いた風向の不確かさケースを実施した結果，敷地での

層厚が 53cmとなった（添３－ト第 40図参照）。 

④ 降下火砕物の密度 
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軽石の密度に関する文献調査の結果，新版地学事典（2007）

（40）によると，軽石について，火山砕屑物の一種で，多孔質で

見かけ密度が小さく淡色を呈するとしている。また，小尾ほか

（2019）(41)において，細粒火山灰との比較検討として有史以降

の噴火の軽石を対象とした堆積密度を計測しており，乾燥状態

では約 0.4g/cm3～約 1.2g/cm3，自然状態では約 0.5g/cm3～約

1.3g/cm3，湿潤状態（試料を２日間浸水させて計測した密度）

では約 0.6g/cm3～約 1.3g/cm3の結果を示している。 

層厚が最大となる甲地軽石を対象に密度試験を実施した結果，

乾燥密度は 0.43g/cm3，湿潤密度は 1.16g/cm3，飽和密度は

1.25g/cm3であり（添３－ト第 41 図参照），文献調査結果と整

合的である。 

  ⑤ 設計に用いる降下火砕物の層厚及び密度 

敷地及び敷地近傍で確認される主な降下火砕物のうち，給源

を特定できる降下火砕物については，甲地軽石の層厚が最大で，

地質調査によると再堆積を含み 43cm であり，文献調査による

と 20cm～50cm である。また，給源不明な降下火砕物について

は，Ｃテフラの層厚が最大で，地質調査の結果，約 12cm であ

る。加えて，現状における同規模の噴火の可能性，地質調査結

果及び噴出量等を踏まえ，甲地軽石を対象とした降下火砕物シ

ミュレーションを実施した結果，風向の不確かさを考慮したケ

ースにおいて，敷地での層厚は 53cmとなった。 

甲地軽石の密度試験の結果，乾燥密度 0.43g/cm3，湿潤密度

1.16g/cm3，飽和密度 1.25g/cm3である。 

以上のことから，設計に用いる降下火砕物の層厚を 55cm，
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密度を 1.3g/cm3（湿潤状態）とする。 

(２) その他の火山事象 

その他の火山事象として，土石流・火山泥流及び洪水，火山

から発生する飛来物（噴石），火山ガス，津波，静振
せいしん

，大気現

象，火山性地震とこれに関連する事象，熱水系及び地下水の異

常について，文献調査，地質調査等の結果より検討した。 

土石流・火山泥流及び洪水については，敷地近傍には敷地を

中心とする半径 120km の範囲に存在する，施設に影響を及ぼし

得る火山を起源とする土石流・火山泥流及び洪水に伴う堆積物

は確認されず，また，敷地は，太平洋及び陸奥湾を境にする下

北半島脊梁
せきりょう

部の台地上に位置し，これらの火山を源流に有する

河川流域に含まれないことから，施設に影響を及ぼす可能性は

十分小さいと評価した。 

火山から発生する飛来物（噴石）については，敷地を中心と

する半径 10km の範囲には，施設に影響を及ぼし得る火山が分布

しないことから，噴石が敷地に到達することはなく，施設に影

響を及ぼす可能性は十分小さいと評価した。 

火山ガスについては，敷地は，太平洋及び陸奥湾を境にする

下北半島脊梁部の台地上に位置し，火山ガスが敷地に滞留する

地形ではないことから，施設に影響を及ぼす可能性は十分小さ

いと評価した。 

津波については，「ヘ．津  波」に記載するように，敷地

周辺に大きな影響を及ぼした，火山現象による歴史津波の記録

は知られていないことから，施設に影響を及ぼす可能性は十分

小さいと評価した。 
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静振，大気現象，火山性地震とこれに関連する事象，熱水系

及び地下水の異常については，火山と敷地とは十分な離隔があ

ることから，施設に影響を及ぼす可能性は十分小さいと評価し

た。 
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(
む

つ
ひ

う
ち

だ
け

)
4
1
°

2
6
′

2
0
"

1
4
1
°

0
3
′

1
0
"

5
8

3
7

秋
田

焼
山

(
あ

き
た

や
け

や
ま

)
3
9
°

5
7
′

4
9
"

1
4
0
°

4
5
′

2
5
"

1
2
1

1
4

大
畑

カ
ル

デ
ラ

(
お

お
は

た
)

4
1
°

2
2
′

0
0
"

1
4
0
°

5
9
′

0
0
"

5
4

3
8

八
幡

平
火

山
群

(
は

ち
ま

ん
た

い
)

3
9
°

5
7
′

2
8
"

1
4
0
°

5
1
′

1
4
"

1
1
8

1
5

野
平

カ
ル

デ
ラ

(
の

だ
い

)
4
1
°

1
6
′

0
0
"

1
4
0
°

5
2
′

0
0
"

5
1

3
9

柴
倉

岳
(
し

ば
く

ら
だ

け
)

3
9
°

5
9
′

4
4
"

1
4
0
°

4
2
′

4
9
"

1
1
9

1
6

於
法

岳
(
お

ほ
う

だ
け

)
4
1
°

1
5
′

4
7
"

1
4
0
°

5
7
′

2
9
"

4
6

4
0

森
吉

山
(
も

り
よ

し
ざ

ん
)

3
9
°

5
8
′

3
6
"

1
4
0
°

3
2
′

3
8
"

1
2
8

1
7

恐
山

(
お

そ
れ

ざ
ん

)
4
1
°

1
6
′

4
2
"

1
4
1
°

0
7
′

1
1
"

3
9

4
1

玉
川

カ
ル

デ
ラ

(
た

ま
が

わ
)

3
9
°

5
4
′

0
0
"

1
4
0
°

4
6
′

3
8
"

1
2
7

1
8

岩
木

山
(
い

わ
き

さ
ん

)
4
0
°

3
9
′

2
1
"

1
4
0
°

1
8
′

1
1
"

9
3

4
2

岩
手

山
(
い

わ
て

さ
ん

)
3
9
°

5
1
′

0
9
"

1
4
1
°

0
0
′

0
4
"

1
2
6

1
9

太
良

駒
ヶ

岳
(
だ

い
ら

こ
ま

が
た

け
)

4
0
°

2
4
′

4
6
"

1
4
0
°

1
5
′

0
4
"

1
0
9

4
3

網
張

火
山

群
(
あ

み
は

り
)

3
9
°

5
1
′

0
3
"

1
4
0
°

5
7
′

0
6
"

1
2
7

2
0

田
代

岳
(
た

し
ろ

だ
け

)
4
0
°

2
5
′

4
2
"

1
4
0
°

2
4
′

3
1
"

9
8

4
4

乳
頭

・
高

倉
(
に

ゅ
う

と
う

・
た

か
く

ら
)

3
9
°

4
8
′

1
7
"

1
4
0
°

5
0
′

1
8
"

1
3
5

2
1

碇
ヶ

関
カ

ル
デ

ラ
(
い

か
り

が
せ

き
)

4
0
°

3
0
′

3
5
"

1
4
0
°

3
6
′

3
5
"

7
9

4
5

秋
田

駒
ヶ

岳
(
あ

き
た

こ
ま

が
た

け
)

3
9
°

4
5
′

4
0
"

1
4
0
°

4
7
′

5
7
"

1
4
1

2
2

三
ツ

森
(
み

つ
も

り
)

4
0
°

2
9
′

5
4
"

1
4
0
°

4
1
′

4
9
"

7
4

4
6

荷
葉

岳
(
か

よ
う

だ
け

)
3
9
°

4
8
′

2
3
"

1
4
0
°

4
3
′

5
0
"

1
3
8

2
3

阿
闍

羅
山

(
あ

じ
ゃ

ら
や

ま
)

4
0
°

2
9
′

3
7
"

1
4
0
°

3
5
′

3
6
"

8
1

4
7

大
仏

岳
(
だ

い
ぶ

つ
だ

け
)

3
9
°

4
8
′

4
9
"

1
4
0
°

3
0
′

5
6
"

1
4
5

2
4

沖
浦

カ
ル

デ
ラ

(
お

き
う

ら
)

4
0
°

3
4
′

1
4
0
°

4
4
′

6
7

4
8

田
沢

湖
カ

ル
デ

ラ
(
た

ざ
わ

こ
)

3
9
°

4
3
′

1
4
"

1
4
0
°

3
9
′

4
3
"

1
4
9

火
山

名
位

　
置

敷
地

か
ら

の
離

隔
(
k
m
)

火
山

名
位

　
置

敷
地

か
ら

の
離

隔
(
k
m
)
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添
３
－
ト
第
２
表

 
地
理
的
領
域
内
の
第
四
紀
火
山
に
お
け
る
活
動
可
能
性

 

（
中
野
ほ
か
編
（
20
13
）

(１
) ，

西
来
ほ
か
編
（
2
0
1
2）

(３
) ，

西
来
ほ
か
編
（
2
0
1
4）

(
４
) 等

に
基
づ
き
作
成
）
 

1
砂
蘭
部
岳

(さ
ら
ん
べ
だ
け
)

複
成
火
山

1,
80

0
1
,
8
0
0

29
八
甲
田
黒
森

(は
っ
こ
う
だ
く
ろ
も
り
)

複
成
火
山

1,
75

0
～

1,
60

0
1
,
6
0
0

2
濁
川
カ
ル
デ
ラ

(に
ご
り
か
わ
)

カ
ル
デ
ラ
－
火
砕
流

15
1
5

30
八
甲
田
八
幡
岳

(は
っ
こ
う
だ
は
ち
ま
ん
だ
け
)

複
成
火
山

1,
80

0
～

1,
60

0
1
,
6
0
0

3
渡
島
毛
無
山

(お
し
ま
け
な
し
や
ま
)

溶
岩
流

前
期

更
新

世
前

半
or

前
期

更
新

世
前

期
更

新
世

後
半

以
降

31
十
和
田

(と
わ
だ
)

カ
ル
デ
ラ
－
火
砕
流

溶
岩
ﾄﾞ
ｰﾑ

20
0

～
AD

91
5

1
○

4
北
海
道
駒
ヶ
岳

(ほ
っ
か
い
ど
う
こ
ま
が
た
け
)

複
成
火
山

30
以
前

11
0*

3
～

AD
20

00
－

○
32

先
十
和
田

(せ
ん
と
わ
だ
)

複
成
（
複
合
）
火
山

62
0

2,
53

0*
9

～
45

0
4
5
0

○

5
木
地
挽
山

(き
じ
び
き
や
ま
)

複
成
火
山

1,
90

0
or

1,
90
0以

降
約

1
,
9
0
0

33
稲
庭
岳

(い
な
に
わ
だ
け
)

複
成
火
山

3,
00

0
～

2,
60

0
2
,
6
0
0

6
横
津
岳

(よ
こ
つ
だ
け
)

複
成
火
山

1,
10

0

1,
71

0*
4

or
1,
10
0以

降

14
0
*
5

1
4
0

○
34

七
時
雨
山

(な
な
し
ぐ
れ
や
ま
)

複
成
火
山
，
溶
岩
ﾄﾞ
ｰﾑ

カ
ル
デ
ラ
－
火
砕
流

1,
10

0
～

90
0

9
0
0

7
恵
山
丸
山

(え
さ
ん
ま
る
や
ま
)

複
成
火
山

20
0

2
0
0

35
荒
木
田
山

(あ
ら
き
だ
や
ま
)

複
成
火
山

2,
10

0
～

1,
90

0
1
,
9
0
0

8
恵
山

(え
さ
ん
)

複
成
火
山

溶
岩
ド
ー
ム

50
～

AD
18

74
－

○
36

高
倉
・
黒
森

(た
か
く
ら
・
く
ろ
も
り
)

複
成
火
山

3,
20

0
～

2,
50

0
2
,
5
0
0

9
銭
亀

(ぜ
に
か
め
)

カ
ル
デ
ラ
－
火
砕
流

45
4
5

37
秋
田
焼
山

(あ
き
た
や
け
や
ま
)

複
成
火
山

溶
岩
ド
ー
ム

50
0

～
AD

19
97

－
○

10
函
館
山

(は
こ
だ
て
や
ま
)

複
成
火
山

1,
20

0
～

90
0

9
0
0

38
八
幡
平
火
山
群

(は
ち
ま
ん
た
い
)

複
成
火
山

1,
20

0
～

7
7

○

11
知
内

(し
り
う
ち
)

複
成
火
山

溶
岩
ド
ー
ム

2,
50

0
～

1,
40

0
1
,
4
0
0

2,
60

0
～

2,
00

0
*
1
0

12
渡
島
小
島

（
お
し
ま
こ
じ
ま
)

複
成
火
山

16
0

～
11

0
1
1
0

1,
20

0

13
陸
奥
燧
岳

(む
つ
ひ
う
ち
だ
け
)

複
成
火
山

1,
20

0
～

50
0

5
0
0

○
40

森
吉
山

(も
り
よ
し
ざ
ん
)

複
成
火
山

溶
岩
ド
ー
ム

1,
10

0
～

70
0

7
0
0

14
大
畑
カ
ル
デ
ラ

(お
お
は
た
)

カ
ル
デ
ラ

3,
00

0
～

1,
80

0
1
,
8
0
0

41
玉
川
カ
ル
デ
ラ

(た
ま
が
わ
)

カ
ル
デ
ラ
－
火
砕
流

2,
00

0
an

d
1,

00
0

1
,
0
0
0

○

15
野
平
カ
ル
デ
ラ

(の
だ
い
)

カ
ル
デ
ラ

1,
90

0
1
,
9
0
0

42
岩
手
山

(い
わ
て
さ
ん
)

複
成
火
山

70
0

～
AD

19
19

－
○

16
於
法
岳

(お
ほ
う
だ
け
)

複
成
火
山

2,
00

0
2
,
0
0
0

43
網
張
火
山
群

(あ
み
は
り
)

複
成
（
複
合
）
火
山

1,
62

0
～

30
0

3
0
0

○

17
恐
山

(お
そ
れ
ざ
ん
)

火
砕
丘
－
カ
ル
デ
ラ

溶
岩
ド
ー
ム

1,
30

0
～

20
2
0

○
*1

44
乳
頭
・
高
倉

(に
ゅ
う
と
う
・
た
か
く
ら
)

複
成
火
山

溶
岩
ド
ー
ム

60
0

～
10

0
1
0
0

○

18
岩
木
山

(い
わ
き
さ
ん
)

複
成
火
山

溶
岩
ド
ー
ム

65
0

～
AD

18
63

－
○

45
秋
田
駒
ヶ
岳

(あ
き
た
こ
ま
が
た
け
)

複
成
火
山
，
溶
岩
流

小
型
楯
状
火
山

10
0

～
AD

19
71

－
○

19
太
良
駒
ヶ
岳

(だ
い
ら
こ
ま
が
た
け
)

複
成
火
山

20
0

2
0
0

46
荷
葉
岳

(か
よ
う
だ
け
)

複
成

火
山

，
溶

岩
流

，
小

型
楯

状
火

山
，

溶
岩

ド
ー

ム
2,

20
0

～
90

0
9
0
0

○

20
田
代
岳

(た
し
ろ
だ
け
)

複
成
火
山

溶
岩
ド
ー
ム

60
0

～
60
0以

降

35
～
15
.5

*
6

3
5
～

1
5
.
5
*
6

○
47

大
仏
岳

(だ
い
ぶ
つ
だ
け
)

複
成
火
山

3,
00

0
～

2,
10

0
2
,
1
0
0

21
碇
ヶ
関
カ
ル
デ
ラ

(い
か
り
が
せ
き
)

カ
ル
デ
ラ
－
火
砕
流

2,
60

0
～

2,
30

0
2
,
3
0
0

48
田
沢
湖
カ
ル
デ
ラ

(た
ざ
わ
こ
)

カ
ル
デ
ラ

複
成
火
山
,溶

岩
ﾄﾞ
ｰﾑ

1,
80

0
～

1,
40

0
1
,
4
0
0

22
三
ツ
森

(み
つ
も
り
)

複
成
火
山

1,
90

0
～

1,
30

0
1
,
3
0
0

23
阿
闍
羅
山

(あ
じ
ゃ
ら
や
ま
)

複
成
（
複
合
）
火
山

1,
00

0
1
,
0
0
0

1,
70

0*
7

〜
1,

10
0
*
7

90
0*

7
〜

70
0
*
7

25
藤
沢
森

(ふ
じ
さ
わ
も
り
)

溶
岩
流

3,
50

0
～

1,
70

0
1
,
7
0
0

○

26
南
八
甲
田
火
山
群

(み
な
み
は
っ
こ
う
だ
)

複
成
火
山

1,
10

0
～

30
0

3
0
0

○

27
北
八
甲
田
火
山
群

(き
た
は
っ
こ
う
だ
)

複
成
火
山

溶
岩
ド
ー
ム

40
0

～
0.
6～

0.
4

0
.
6
～

0
.
4

○

28
八
甲
田
カ
ル
デ
ラ

(は
っ
こ
う
だ
)

カ
ル
デ
ラ
－
火
砕
流

90
0

～
40

0
4
0
0

○
*8

火
山

名
※

形
式

※
活

動
年

代
※

(
千

年
前

)

最
後
の
活
動

か
ら
の

経
過
期
間

(千
年
間
)

原
子
力
施
設
に
影
響
を
及
ぼ
し

得
る
火
山
(２

１
火
山
)

完
新
世
に
活
動
を

行
っ
た
火
山

（
１
０
火
山
）

将
来
の
活
動
可
能
性
が

否
定
で
き
な
い
火
山

（
１
１
火
山
）

*
2

24
沖
浦
カ
ル
デ
ラ

(お
き
う
ら
)

カ
ル
デ
ラ
－
火
砕
流

溶
岩
ド
ー
ム

7
0
0
*
7

火
山

名
※

形
式

※
活

動
年

代
※

(
千

年
前

)

最
後
の
活
動

か
ら
の

経
過
期
間

(千
年
間
)

原
子
力
施
設
に
影
響
を
及
ぼ
し

得
る
火
山
(２

１
火
山
)

完
新
世
に
活
動
を

行
っ
た
火
山

（
１
０
火
山
）

将
来
の
活
動
可
能
性
が

否
定
で
き
な
い
火
山

（
１
１
火
山
）

*
2

39
柴
倉
岳

(し
ば
く
ら
だ
け
)

複
成
（
複
合
）
火
山

1
,
2
0
0

※
中
野
ほ

か
編
（

2
01

3）
(１

) ，
西
来
ほ

か
編
（

2
01
2）

(３
) 及

び
西
来

ほ
か
編

（
2
0
1
4）

(４
) に

基
づ
き
作

成
 

 
*
1：

気
象
庁
編

（
2
0
13
）

(２
)
に
よ
る

活
火
山

に
該
当

す
る
た

め
抽
出

 
 

 
*
2：

最
後
の
活

動
か
ら

の
経
過

期
間
が

活
動
期

間
内
の

最
大
休

止
期
間

よ
り
も

短
い
と

み
な
せ

る
火
山

 

 
*
3：

雁
澤
ほ
か

（
2
0
05
）

(
42
)
に
よ
れ

ば
，
北

海
道
駒

ヶ
岳
起

源
の
降

下
火
砕
物

(
E-

x
)が

洞
爺
火
山

灰
の
下

位
に
認

め
ら
れ

，
そ
の

年
代

を
1
1
0k
a
と
推
定

し
て

い
る

 

 
*
4：

髙
田
・
中

川
（

20
1
6）

(
43
) に

よ
れ
ば
，

横
津
岳

の
グ
ル

ー
プ

1
の
活
動
は

1
.
71
M
a
か

ら
開
始

し
た
と

さ
れ
る

 

 
*
5：

新
エ
ネ
ル

ギ
ー
総

合
開
発

機
構
（

1
98
8）

(4
4)
に

よ
れ
ば

，
横
津

岳
に
含
ま

れ
る
熊

泊
山
火

山
噴
出

物
の
年

代
と
し

て
0.
1
4±

0.
0
4M
a
(フ

ィ
ッ
シ
ョ

ン
・

ト
ラ
ッ

ク
年
代

)が
得
ら
れ

て
い
る

 

 
*
6：

宝
田
（

19
9
1）

(
45
) に

よ
れ
ば
，

層
序
的

に
十
和

田
大
不

動
火
砕

流
(
約

3.
5
万
年

前
)
と
十
和

田
八
戸

火
砕
流

(
約

1
.
5
5
万
年

前
)
の
噴
出

時
期
の

間
に
あ
る

と
さ
れ

る
 

 
*
7：

宝
田
・
村

岡
（

20
0
4）

(
27
) に

よ
る
。

 

 
*
8：

中
野
ほ
か

編
（

20
1
3）

(１
) に

よ
れ
ば
，

カ
ル
デ

ラ
形
成

時
期

は
0
.
90
M
a，

0
.7
6
M
a
及

び
0
.
40
M
a
の

各
年
代

値
が
記

載
さ
れ

て
い
る

が
，
そ

の
活
動

時
期

を
0.
9
0M
a～

 
0.
4
0M
a
と
保
守

的
に
評

価
し
た

 

 
*
9：

工
藤
（

20
1
8）

(
46
) に

よ
れ
ば
，

十
和
田

湖
周
辺

の
高
山

溶
岩
・

火
山
砕
屑

岩
で
，

2
.5
3±

0
.0
7
Ma
(
K-

A
r
年

代
)
が
得
ら

れ
て
い

る
 

 
*
10
：
須
藤

（
1
9
92
）

(
47
)
に
よ
れ

ば
，
柴

倉
岳
火

山
噴
出

物
と
椈

森
火
山

噴
出

物
は
識

別
さ
れ

て
お
り

，
前
者

で
2.
6±

0
.5
M
a
と

2
.
0±

0.
2
Ma
，
後
者

で
1.
2
±
0
.
1M
a
(K

-
A
r
年
代

)が
得
ら
れ

て
い
る
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添３－ト第３表 設計対応不可能な火山事象とその噴出物の 

敷地への到達可能性評価 

（地理的領域内の第四紀火山の文献調査結果に基づき作成） 

 

4 134

6 118

8 95

13 58

17 39

18 93

20 98

25 65

26 57

27 51

28 46

31 66

32 63

37 121

38 118

41 127

42 126

43 127

44 135

45 141

46 138

◎：当該火山の活動履歴上，発生実績が認められない火山事象

○：当該火山の活動履歴上，発生実績は認められるが，敷地近傍への到達可能性が十分に小さい火山事象

×：過去の最大規模の噴火による火山噴出物が，敷地及び敷地近傍に到達した可能性のある火山事象

（）内の距離：過去の最大規模の噴火による火山噴出物の到達距離

検討不要：敷地からの離隔による判断

*1：敷地は過去の火口及びその近傍に位置しないことによる

秋田駒ヶ岳
(あきたこまがたけ)

○
(13km)

検討不要 ○*1 ○*1

荷葉岳
(かようだけ) ◎ 検討不要 ○*1 ○*1

網張火山群
(あみはり)

○
(8km)

検討不要 ○*1 ○*1

乳頭・高倉
(にゅうとう・たかくら) ◎ 検討不要 ○*1 ○*1

玉川カルデラ
(たまがわ)

○
(41km)

検討不要 ○*1 ○*1

岩手山
(いわてさん)

○
(20km)

検討不要 ○*1 ○*1

秋田焼山
(あきたやけやま)

○
(12km)

検討不要 ○*1 ○*1

八幡平火山群
(はちまんたい) ◎ 検討不要 ○*1 ○*1

十和田
(とわだ)

×
(100km)

検討不要 ○*1 ○*1

先十和田
(せんとわだ)

○
(24km)

検討不要 ○*1 ○*1

八甲田カルデラ
(はっこうだ)

×
(42km)

◎ ◎ ○*1 ○*1

南八甲田火山群
(みなみはっこうだ)

○
(13km)

検討不要 ○*1 ○*1

北八甲田火山群
(きたはっこうだ)

○
(10km)

検討不要 ○*1 ○*1

田代岳
(たしろだけ)

○
(12km)

検討不要 ○*1 ○*1

藤沢森
(ふじさわもり) ◎ 検討不要 ○*1 ○*1

○*1

岩木山
(いわきさん)

○
(6km)

検討不要 ○*1 ○*1

陸奥燧岳
(むつひうちだけ)

○
(8km)

検討不要 ○*1 ○*1

恐山
(おそれざん)

○
(15km)

○
(9km)

○
(15km)

○*1

横津岳
(よこつだけ)

○
(12km)

検討不要 ○*1 ○*1

恵山
(えさん)

○
(4km)

検討不要 ○*1 ○*1

50km以内 50km以内 － －

北海道駒ヶ岳
(ほっかいどうこまがたけ)

○
(7km)

検討不要 ○*1 ○*1

火山名

敷地から
の

離隔
(km)

設計対応不可能な火山事象

火砕物
密度流

溶岩流
岩屑なだれ，
地滑り及び
斜面崩壊

新しい火口
の開口

地殻変動

検討対象となる火山の敷地からの離隔

160km以内
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添３－ト第４表 評価対象とする降下火砕物の選定及び諸元 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
*1：中野ほか編（2013）(１)，*2：工藤ほか（2019）(48)，*3：工藤ほか（2011）(11)，*4：町田・新井（2011）(９)，*5：Hayakawa（1985）(10)，*6：早川（1983）(49)，*7：工藤（2005）(33)，*8：工藤

ほか（2004）(30) 

※１：文献の等層厚線図によると敷地及び敷地近傍でも堆積が予想されるものの地質調査からは確認出来ないため，その周辺での層厚を記載 

※２：再堆積を含む 

地質調査 約5cm以下（パッチ状）
※１

文献調査 0cm～5㎝*4*5

地質調査 約5cm※１

文献調査 10㎝以下*4*5*6

地質調査 約43cm（敷地内）※２

文献調査 20㎝～50cm*8

地質調査 約1cm※１

文献調査 ほぼなし*4

地質調査 約21cm※１

文献調査 0cm～10㎝*4*7

地質調査 約3cm※１

文献調査 0cm～10㎝*4*7

地質調査 約20㎝（パッチ状）

文献調査 0cm～10㎝*4*7

地質調査 約29cm

文献調査 30cm以下*8

地質調査 約3㎝以下（パッチ状）
※１

文献調査 5cm～10㎝*4

地質調査 未確認

文献調査 0㎝～5㎝*4

地質調査 未確認

文献調査 0cm以上*4

地質調査 層厚不明瞭

文献調査 15cm以上*4

地質調査 未確認

文献調査 0㎝〜2㎝*4

地質調査 約10cm

文献調査 20cm～30㎝*4

地質調査 約7cm

文献調査 －

地質調査 約11cm

文献調査 －

地質調査 約12cm

文献調査 －

地質調査 約10cm

文献調査 －
Dテフラ － 給源不明 －

Cテフラ － 給源不明 － －

Bテフラ － 給源不明 － －

給源
不明

Aテフラ － 給源不明 － －

－

(44～42)*4 支笏カルデラ ×
現在は後カルデラ火山

の活動が継続

現在は後カルデラ火山
の活動が継続

洞爺火山灰
（Toya）

(115～112)*4 洞爺カルデラ ×
現在は後カルデラ火山

の活動が継続

鬼界葛原テフラ
（K-Tz）

(95)*4 鬼界カルデラ ×

半径
160km
外

白頭山苫小牧

テフラ
（B-Tm）

(1)*4 白頭山

×
現在は後カルデラ期

が継続

オレンジ
テフラ（Or-P）

(約170)
十和田

（先カルデラ期）

○ －

姶良Tnテフラ
（AT）

(30～28)*4 姶良カルデラ ×
現在は後カルデラ火山

の活動が継続

×
現在は後カルデラ期

が継続

阿蘇４テフラ (90～85)*4 阿蘇カルデラ ×
現在は後カルデラ火山

の活動が継続

支笏第1テフラ
(Spfa-1)

○

十和田切田
テフラ（To-KR）

(36)*2 十和田
（カルデラ形成期）

×
現在は後カルデラ期

が継続

十和田八戸
テフラ（To-HP）

(15.5)*3 十和田
（カルデラ形成期）

×
現在は後カルデラ期

が継続

○ －

十和田中掫
テフラ（To-Cu）

(6.2)*2 十和田
（後カルデラ期）

各降下火砕
物

の諸元

半径
160km
内

十和田a
テフラ（To-a）

AD915*1 十和田
（後カルデラ期）

十和田レッド
テフラ(To-Rd)

(61)*2 十和田
（カルデラ形成期）

－

濁川テフラ
（Ng）

(15)*4 濁川カルデラ ×
将来の活動可能性が
十分に小さい火山

○ －

甲地軽石
（WP）

(280～180) 北八甲田火山群

現状における
同規模の噴火の可能性

(○：有り，×：可能性は十分小
さい)

各降下火砕物の最大層厚

手法
敷地及び敷地近傍

最大層厚

敷地と
火山の
距離

敷地及び敷地近傍
で
確認される
主な降下火砕物

年代
(ka)

噴出源
():該当噴火の活動時

期
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添３－ト第５表 降下火砕物シミュレーションの主な入力パラメータ 

 

想定 

噴火規模 
パラメータ 単位 値 設定根拠等 

甲地軽石 

噴出物量 kg 8.25×1012 

工藤ほか（2004）(30)の甲地軽石の噴出量：

3.3DREkm3，マグマ密度：2.5t/m3に基づき設

定 

噴煙柱高度 m 25,000 再現解析の結果に基づき設定 

粒径 

最大 
φ 

(2-φmm) 

-10 

(1.02×103mm) 
Tephra2推奨値 

最小 
φ 

(2-φmm) 

10 

(9.77×10-4mm) 
Tephra2推奨値 

中央 
φ 

(2-φmm) 

-3 

(8mm) 
再現解析の結果に基づき設定 

標準偏差 φ 2.5 再現解析の結果に基づき設定 

岩片密度 t/m3 2.6 Tephra2推奨値 

軽石粒子密度 t/m3 1.0 Tephra2推奨値 

渦拡散係数 m2/s 0.04 萬年（2013）(50)に基づき設定 

拡散係数 m2/s 75,000 再現解析の結果に基づき設定 

Fall Time 

Threshold 
s 3,600 萬年(2013)(50)に基づき設定 

給源 

X座標 

（UTM：

54N） 

m 489,622 

大岳山頂の UTM座標 
Y座標 

（UTM：

54N） 

m 4,500,900 

標高 m 1,584 大岳山頂の標高 

風 

月別平年値の風※ 
気象庁の 1981～2010年の 30年間の観測値 

の平均をもとに算出（秋田地方気象台） 

風向の不確かさの風 

ワイオミング大学の HP上の 1973～2018年 

の秋田地方気象台の高層気象観測データを 

用いて，敷地方向の風を抽出し作成 

標高 

データ 
500mメッシュ 

国土地理院の数値地図 50mを 

解析用に 500mメッシュに変換 

  
※ 「火山防災マップ作成指針」（内閣府ほか，2013）(51)によると，シミュレーションに用いる風向・風速は，気象庁ホームページの気象

庁統計情報にある過去の気象データ検索（高層）で紹介されている月平均値を使うと良いとされており，この月平均値の風は，気象

観測統計指針（気象庁，2018）(52)において「その時々の気象や天候を評価する基準」として示されている月別平年値の風に相当する。 
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添３－ト第１図 地理的領域内の第四紀火山 

（中野ほか編（2013）(１)に基づき作成） 

測量法に基づく国土地理院長承認（使用）R 1JHs 1383 
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添３－ト第２図 地理的領域内の火山地質図 

（中野ほか編（2013）(１)に基づき作成） 

測量法に基づく国土地理院長承認（使用）R 1JHs 1383 



 

３－ト－54 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※到達可能性範囲は，火山を中心に過去の最大規模の噴火に伴う火砕流の最大到達距離を半径とし，円を描いた。 

 

 

 

 

添３－ト第３図 十和田における過去最大規模の噴火による 

火砕流堆積物の分布と到達可能性範囲 

（中川ほか（1972）(53)，土井（1993）(54)，村岡ほか（1991）(55)，大沢

ほか（1993）(56)，大沢・須田（1978）(57)，町田・新井（2011）(９)，長

森ほか（2013）(58)に基づき作成）  

※ 

測量法に基づく国土地理院長承認（使用）R 1JHs 1383 
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※到達可能性範囲は，火山を中心に過去の最大規模の噴火に伴う火砕流の最大到達距離を半径とし，円を描いた。 

 

 

 

 

添３－ト第４図 八甲田カルデラにおける過去最大規模の噴火による 

火砕流堆積物の分布と到達可能性範囲 

（村岡・高倉（1988）(28)，村岡ほか（1991）(55)，大沢ほか（1993）(56)， 

青森県史編さん自然部会（2001）(59)，長森ほか（2013）(58)，工藤ほか

（2019）(48)に基づき作成） 

  

※ 

測量法に基づく国土地理院長承認（使用）R 1JHs 1383 

敷地 

八甲田カルデラ 
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添３－ト第５図 十和田の階段ダイアグラム及び噴火前休止期間の 

時間変化 

（工藤ほか（2011）(11)に基づき作成） 

  

十和田八戸火砕流 

を噴出した噴火 

十和田大不動火砕流 

を噴出した噴火 

十和田奥瀬火砕流 

を噴出した噴火 
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添３－ト第６図 十和田の階段ダイアグラム 

（Yamamoto et al.（2018）(12)に基づき作成） 

噴火エピソードＱ：十和田奥瀬火砕流を噴出した噴火 

噴火エピソードＮ：十和田大不動火砕流を噴出した噴火 

噴火エピソードＬ：十和田八戸火砕流を噴出した噴火 

※Yamamoto et al.（2018）(12)の階段ダイアグラムより，各噴火エピソードの 

年代値・噴出量を当社が読み取り，噴出率は当社が算定した。 

（11） 
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添３－ト第７図(１) 巨大噴火に伴う火砕流堆積物に着目した地質柱状図 

（各調査地点の位置は添３－ト第８図及び添３－ト第 10図に示す） 
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添３－ト第７図(２)  巨大噴火に伴う火砕流堆積物に着目した地質柱状図 

（各調査地点の位置は添３－ト第８図及び添３－ト第 10図に示す）
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添３－ト第８図 十和田大不動火砕流堆積物の分布及び 

十和田切田テフラの等層厚線図 

（各調査地点の地質柱状図は添３－ト第７図に示す） 

（土井（1993）(54)及び町田･新井（2011）(９)に基づき当社が作成） 
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添
３
－
ト
第
９
図

 
敷
地
内
（
Ｌ
ｏ
ｃ
．

2
6）

に
お
け
る
十
和
田
八
戸
火
砕
流
堆
積
物
及
び
十
和
田
大
不
動
火
砕
流
堆
積
物
の
状
況
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添３－ト第 10 図 十和田八戸火砕流堆積物の分布及び 

十和田八戸テフラの等層厚線図 

（各調査地点の地質柱状図は添３－ト第７図に示す） 

 

（土井（1993）(54)，村岡ほか（1991）(55)，大沢ほか（1993）(56)，大沢・須田（1978）(57)及び町田･新井（2011）(９)

に基づき当社が作成） 
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添３－ト第 11 図 Nakajima et al.（2001）(16)の 

地震波トモグラフィ解析結果 

（Nakajima et al.（2001）(16)に加筆） 
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添
３
－
ト
第

12
図
 
中
島
（

20
17
）

(
1
7)
の
地
震
波
ト
モ
グ
ラ
フ
ィ
解
析
結
果

 

（
中
島
（
20
17
）

(1
7)
に
加
筆
）

 
 

※
(a

)～
(c

)の
解
析
結
果
は

Na
ka
ji
ma
 e
t 
al
. 
（
20
01
）

(1
6)
と
同
じ
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                    添
３
－
ト
第

13
図

(１
) 

防
災
科
学
技
術
研
究
所

H
P
上
の
「
日
本
列
島
下
の
三
次
元
地
震
波
速
度
構
造
（
海
域
拡
大

20
19

年
版
）
」

 

の
地
震
波
ト
モ
グ
ラ
フ
ィ
解
析
結
果

 

（
防
災
科
学
技
術
研
究
所

HP
上
の
「
日
本
列
島
下
の
三
次
元
地
震
波
速
度
構
造
（
海
域
拡
大

20
1
9
年
版
）」

地
震
波
ト
モ
グ
ラ
フ
ィ
解
析
結
果
の

公
開
デ
ー
タ
を
基
に
当
社
が
作
図
（
解
析
手
法
等
は

Ma
ts
ub
ar
a 
et
 a
l.
（
20
1
9）

(1
8)
に
記
載
））
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                    添
３
－
ト
第

13
図

(２
) 

防
災
科
学
技
術
研
究
所

H
P
上
の
「
日
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添３－ト第 18 図 十和田を囲む電子基準点間の 

          基線長の時間変化（斜距離成分） 

（国土地理院の電子基準点データより作成（期間：2003年１月～2018 年 12月）） 
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添３－ト第 23 図 北八甲田火山群の噴出率の時間変化及び 

噴出中心の時空間分布 

（工藤ほか（2004）(30)に基づき作成） 
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添３－ト第 29 図 八甲田山を囲む電子基準点間の 

基線長の時間変化（斜距離成分） 

（国土地理院の電子基準点データより作成（期間：1997年１月～2018年 12月）） 

電子基準点及び基線位置図 

基線長の時間変化 
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添３－ト第 33 図 地理的領域内の第四紀火山起源の主な降下火砕物の分布 

（敷地及び敷地近傍に分布する主な降下火砕物については地理的領域外のものも併せて示す） 

 

（第四紀火山の位置及び名称は，中野ほか編（2013）(１)に基づき作成） 

（降下火砕物の名称及び等層厚線は，町田･新井（2011）(９),工藤ほか（2004）(30)及びリサイクル燃料貯蔵株式会社（2007）(66)に基づき作成） 
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添３－ト第 34 図 地理的領域外の第四紀火山起源の主な降下火砕物の分布 

（敷地及び敷地近傍に分布する主な降下火砕物） 

（町田･新井（2011）(９)に基づき作成） 
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添３－ト第 35 図 洞爺カルデラの階段ダイアグラム 

 

洞爺カルデラ 洞爺中島 有珠山

カルデラ火山
後カルデラ火山

：噴出量の累積(km3)

：噴出量(km3)

※ 四角は中野ほか編（2013)（１）

における年代幅及び個別文献
に基づく噴出量を表す。

※町田・新井（2011）(9)によると， 

11.2～11.5万年前に噴出したテフラとしている。 

洞爺カルデラ・洞爺中島・有珠山の活動履歴 
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敷地内で確認した甲地軽石の層厚 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
 

添３－ト第 36 図 甲地軽石に着目した地質調査結果 

ボーリング 

孔名 
層厚 

確認深度 

（確認標高） 
備考 

KP-1孔 43cm 
2.90ｍ～3.33ｍ 

（50.46ｍ～50.89ｍ） 

・火山灰質シルト（甲地軽石の再堆積含む）22cm 

・甲地軽石（主部）21cm 

B-3孔 37cm 
8.57ｍ～8.94ｍ 

（50.98ｍ～51.35ｍ） 

・火山灰質シルト（甲地軽石の再堆積含む）５cm 

・甲地軽石（主部）32cm 

KP-3孔 － － 
シルト質砂層中に散在（深度：3.50ｍ～3.72ｍ， 

標高：51.53ｍ～51.75ｍ）するため層厚評価不適 

N2-2’孔 － － 
砂層中に散在（深度：3.90ｍ～3.92ｍ， 

標高：51.60ｍ～51.62ｍ）するため層厚評価不適 

J-2孔 10cm 
3.60ｍ～3.70ｍ 

（51.48ｍ～51.58ｍ） 

 

KP-4孔 17cm 
2.21ｍ～2.38ｍ 

（53.06ｍ～53.23ｍ） 

 

N7-4孔 16cm 
7.50ｍ～7.66ｍ 

（53.37ｍ～53.53ｍ） 

 

甲地軽石を確認した敷地内ボーリング調査位置図 
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添３－ト第 38 図 再現解析における最も再現性が良い解析結果 

※工藤ほか（2004）(30)の等層厚線に当社の解

析結果等を重ね合わせて作成 
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添３－ト第 40 図 降下火砕物シミュレーションの解析結果 

（風向の不確かさの考慮）
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３－チ－１ 

チ．竜巻 

基準竜巻及び設計竜巻の設定は，「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド」

（平成 25 年６月 19 日 原規技発第 13061911 号 原子力規制委員会決定）

（以下，「竜巻ガイド」という。）を参考に実施する。 

基準竜巻及び設計竜巻の設定は，竜巻検討地域の設定，基準竜巻の最大

風速の設定及び設計竜巻の最大風速の設定の流れで実施する。 

(イ) 竜巻検討地域の設定 

竜巻検討地域の設定は，竜巻ガイドを参考にＭＯＸ燃料加工施設が立

地する地域，気象条件の類似性の観点から検討し設定する。 

(１) ＭＯＸ燃料加工施設が立地する地域の気候 

ＭＯＸ燃料加工施設が立地する地域は，竜飛岬から奥羽山脈の分水

嶺より東側にあり，その地域の気候は，日本海側の気候と太平洋側の

気候の両面の特徴を合わせもっている。東北地方を気温，降水及び風

により詳細に区分した気候区分を添３－チ第１図に示す(１)。これに

よると，ＭＯＸ燃料加工施設が立地する地域は，区分Ⅲ（青森県北部

及び東部地域）のうち区分Ⅲb（太平洋側にあるが冬は日本海側の気

候型でやませの影響が強い）に属している。 

(２) ＭＯＸ燃料加工施設が立地する地域の竜巻発生の観点での特徴 

添３－チ第２図に示すとおり，ＭＯＸ燃料加工施設が立地する地域

周辺においては，もともと竜巻の発生数は少なく，独立行政法人原子

力安全基盤機構が東京工芸大学に委託した研究の成果（以下「東京工

芸大学委託成果」という(２)。）で示されている全国 19 個の竜巻集中

地域からも離れている。 

竜巻発生時の総観場は，東京工芸大学委託成果(２)を参考に，気象

庁「竜巻等の突風データベース」の総観場を，竜巻を発生させる親雲



３－チ－２ 

の発生要因を考慮して，７種に再編した総観場を用い，竜巻の発生要

因別の地域分布の特徴を把握した。竜巻の発生要因別地域分布を添 

３－チ第３図に，その特徴を添３－チ第１表に示す。 

立地地域周辺における竜巻の発生状況は，日本海側及び茨城県以西

の太平洋側における発生状況とも特徴が異なり，日本海側に特徴的な

寒候期の竜巻の発生はほとんどなく，暖候期に竜巻が発生している。

また，茨城県以西の太平洋側で特徴的な台風起源の竜巻の発生はなく，

太平洋海岸付近及び海上での竜巻の発生はほとんどない。 

(３) 竜巻検討地域 

竜巻検討地域の設定は，竜巻ガイドを参考に，ＭＯＸ燃料加工施設

が立地する地域の気候及び竜巻発生の観点での特徴を踏まえて実施す

る。当該地域は，もともと竜巻の発生数が少ないため，以下の①から

④に示す条件を考慮して，青森県から岩手県の太平洋側（竜飛岬から

御崎岬）及び北海道地方の南側（白神岬から襟裳岬）の海岸線に沿っ

た海側５km 及び陸側 10km の範囲を竜巻検討地域に設定する（面積約

18000km2）。添３－チ第４図に竜巻検討地域を示す。 

① 立地地域の気候及び竜巻発生の観点での特徴を踏まえ，青森県（竜

飛岬より太平洋側）から岩手県を基本とする。 

② IAEA の基準(３)を参考に，ＭＯＸ燃料加工施設を中心とする

100000km2（半径約 180km）の範囲を目安とし，その範囲に掛かる北

海道南西部は，立地地域と同じ太平洋側に面していることを考慮して，

竜巻検討地域に含める。 

③ 竜巻検討地域は，分水嶺及び関口武による気候区分(４)（1959）を

参考に設定する。 

④ ＭＯＸ燃料加工施設が海岸線から約５km の位置に立地しているこ



３－チ－３ 

と及び竜巻の発生がほとんど海岸線付近であることから，海岸線に沿

った海側５km及び陸側10kmの範囲を考える。 

ここで，設定した竜巻検討地域の妥当性を確認するために，竜巻検

討地域における竜巻の発生要因の出現比率と，日本海側及び太平洋側

における出現比率とを比較した結果を添３－チ第５図に示す。竜巻検

討地域における竜巻の発生要因の出現比率は，日本海側及び太平洋側

の出現比率とも傾向が異なっていることが確認できる。 

また，藤田スケール３以上の竜巻の発生しやすさの地域性の検討と

して，「突風関連指数」による解析を行う。突風関連指数として，積

乱雲を発生させる上昇流の強さの目安である CAPE（Convective 

Available Potential Energy：対流有効位置エネルギ）(５)及び積乱

雲がスーパーセルに発達しやすいかどうかの指標となる SReH（Storm 

Relative Helicity：ストームの動きに相対的なヘリシティ）(６)を算

出する。これらの指数は，竜巻発生の環境場との関連付けで，国内外

で広く利用され知見が蓄積されている。CAPE の概念を添３－チ第６

図に，SReHの概念を添３－チ第７図に示す。 

(ａ) 

 

(ｂ) 

ここで，(ａ)式のｇは重力加速度，θはストーム周囲の温位，θ'

は下層の空気塊を上空に持ち上げた際の温位であり，dz は鉛直方向

の層厚である。LFCは自由対流高度，ELは平衡高度である。(ｂ)式の

Ｖは水平風速ベクトル，ω は鉛直シアに伴う水平渦度，Ｃはストー

ムの移動速度である。 

各指数の計算は，ヨーロッパ中期予報センター（ECMWF）の再解析
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データECMWF-Interim（1989年以降：水平分解能約70km）及びERA40

（1989年まで：水平分解能約250km）を基に，水平分解能５km，時間

分解能１時間に解析した気象データセット(７)を用いて，1961 年から

2010 年までの 50 年間について行い，それに基づいて両指数が同時に

閾値を超過する頻度を計算する。同時超過頻度の算出に当たっては，

竜巻発生時には少なからず降水がもたらされるため，降水量の閾値

（４mm/h）を設定する。また，CAPE は降水過程により安定化し小さ

くなり得るため，周辺の CAPE の大きな空気塊が当該メッシュに向か

って流入することを考慮した方法(８)を参考に，当該メッシュの風上

側半径25kmの扇状範囲内のCAPEの最大値を算出する。 

CAPE については，緯度及び季節で絶対値が大きく変動するため，

暖候期（５月から 10 月）及び寒候期（11 月から４月）に分けて，そ

れぞれ閾値を設定する。藤田スケール３以上の竜巻が発生し得る環境

場として以下の閾値を用いる。 

[暖候期（５月から10月）] 

CAPE：1200Ｊ/kg,SReH：350ｍ2/s2 

[寒候期（11月から４月）] 

CAPE： 500Ｊ/kg,SReH：350ｍ2/s2 

暖候期及び寒候期に対する同時超過頻度分布の算出結果を添３－チ

第８図に示す。暖候期においては，太平洋側及び東シナ海から対馬海

峡にかけて比較的大きな値となっている。また，沿岸域では，茨城県

東海岸から西の本州太平洋側，九州太平洋側及び東シナ海側で高く，

特に宮崎平野沿岸では大きな値となっている。それに比べて，日本海

側及び茨城県以北の太平洋側の値は１から２桁以上小さな値であり，

藤田スケール３規模の竜巻の発生が未だ確認されていないことと対応
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している。 

本手法による解析により，藤田スケール３以上の竜巻の発生しやす

さの地域性を特定でき，竜巻検討地域において藤田スケール３以上の

竜巻は極めて発生し難いといえる。 
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(ロ) 基準竜巻の最大風速の設定 

基準竜巻の最大風速は，竜巻ガイドを参考に，過去に発生した竜巻に

よる最大風速（ＶＢ１）及び竜巻最大風速のハザード曲線による最大風

速（ＶＢ２）のうち，大きい方の風速を設定する。 

(１) 過去に発生した竜巻による最大風速（ＶＢ１） 

過去に発生した竜巻による最大風速（ＶＢ１）の設定に当たっては，

日本で過去（1961 年から 2013 年 12 月）に発生した最大の竜巻は藤

田スケール３であり，藤田スケール３における風速は 70ｍ/s から 92

ｍ/sであることから，その最大風速を基にＶＢ１を92ｍ/sとする。添

３－チ第２表に日本で過去に発生した藤田スケール３の竜巻一覧を示

す。 

(２) 竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速（ＶＢ２） 

竜巻最大風速のハザード曲線は，竜巻ガイドを参考とした既往の算

定方法に基づき，具体的には，東京工芸大学委託成果を参考に算定す

る。本評価は，竜巻データの分析，竜巻風速，被害幅及び被害長さの

確率密度分布の算定，相関係数の算定並びにハザード曲線の算定によ

って構成される。 

① 竜巻の発生頻度の分析 

気象庁「竜巻等の突風データベース」に掲載されている竜巻年別発

生確認数（添３－チ第９図）を基に，竜巻検討地域（海岸線から陸側

に10km，海側に５kmの計15km幅の範囲）における1961年から2013

年12月までの53年間の統計量を藤田スケール別に算出する。また，

観測体制の変遷による観測データ品質のばらつきを踏まえ，以下のａ．

からｃ．の基本的な考え方に基づいて整理を行う。 

ａ． 被害が小さくて見過ごされやすい藤田スケール０及び藤田スケ
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ール不明の竜巻に対しては，観測体制が強化された 2007 年以降

の年間発生数や標準偏差を用いる。 

ｂ． 被害が比較的軽微な藤田スケール１竜巻に対しては，観測体制

が整備された1991年以降の年間発生数や標準偏差を用いる。 

ｃ． 被害が比較的大きく見逃されることがないと考えられる藤田ス

ケール２及び藤田スケール３竜巻に対しては，観測記録が整備さ

れた1961年以降の全期間の年間発生数や標準偏差を用いる。 

また，藤田スケール不明の竜巻については，以下の取扱いを行

う。 

陸上で発生した竜巻及び海上で発生して陸上へ移動した竜巻に

ついては，被害があって初めてその藤田スケールが推定されるた

め，陸上での藤田スケール不明の竜巻は，被害が少ない藤田スケ

ール０竜巻とみなす。 

一方，海上で発生しその後上陸しなかった竜巻については，そ

の竜巻の藤田スケールを推定することは困難であることから，

「沿岸部近傍での竜巻の発生特性は，陸上と海上とで類似してい

る」という仮定に基づいて各藤田スケールに分類する。 

以上を踏まえて，添３－チ第３表のとおり，観測データから

53年間の推定データを評価する。 

竜巻は気象事象の中でも極めて稀に発生する事象であり，発生

数の変動（標準偏差）が大きい分布となり，東京工芸大学委託成

果にポリヤ分布への適合性が良いことが示されている。以上より，

ハザード曲線の評価に当たって使用する竜巻の年発生数の確率分

布は，添３－チ第10図に示すとおり，ポリヤ分布を採用する。 

② 竜巻風速，被害幅及び被害長さの確率密度分布並びに相関係数 
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竜巻検討地域における 53 年間の竜巻の発生数，被害幅及び被害長

さを基に，確率密度分布については竜巻ガイド及び竜巻ガイドが参考

としている東京工芸大学委託成果を参考に，添３－チ第 11 図から添

３－チ第13図に示すとおり対数正規分布に従うものとする。 

また，53 年間の推定データの作成に伴い被害幅又は被害長さの情

報がない竜巻には，被害幅又は被害長さを有する竜巻の観測値を与え

る。その際は，被害幅又は被害長さが長いほうから優先的に用いるこ

とで，被害幅又は被害長さの平均値が大きくなるように評価を行う。 

さらに，1961 年以降の観測データのみを用いて，添３－チ第４表

に示すとおり竜巻風速，被害幅及び被害長さについて相関係数を求め

る。 

③ 竜巻影響エリアの設定 

ＭＯＸ燃料加工施設においては，添３－チ第 14 図に示すとおり設

計対処施設を包含する円を設置面積とみなし，竜巻影響エリアとして

設定する。 

なお，竜巻影響エリアを円形とするため，竜巻の移動方向に依存性

は生じない。 

④ ハザード曲線の算定 

Ｔ年以内にいずれかの竜巻に遭遇し，かつ竜巻風速がＶ０以上とな

る確率を求め，ハザード曲線を求める。 

前述のとおり，竜巻の年発生数の確率分布としてポリヤ分布の適合

性が高い。ポリヤ分布は(ａ)式で示される（Wen and Chu）(９)。 
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ここで，Ｎは竜巻の年発生数，νは竜巻の年平均発生数，Ｔは年数
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である。βは分布パラメータであり，(ｂ)式で示される。 


 1

1
2









  (ｂ) 

ここで，σは竜巻の年発生数の標準偏差である。 

Ｄを竜巻影響評価の対象構造物が風速Ｖ０以上の竜巻に遭遇する事

象と定義し，対象構造物が１つの竜巻に遭遇し，その竜巻の風速が 

Ｖ０以上となる確率をＲ(Ｖ０)としたとき，Ｔ年以内にいずれかの竜

巻に遭遇し，かつ，竜巻風速がＶ０以上となる確率は(ｃ)式で示され

る。 

   /1 
0 , )(11)(

0

 TVRDP TV  (ｃ) 

このＲ(Ｖ０)は，竜巻影響評価の対象地域の面積をＡ０（すなわち，

竜巻検討地域の面積約1.8×104km2），１つの竜巻の風速がＶ０以上と

なる面積をＤＡ(Ｖ０)とすると(ｄ)式で示される。 
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ここで，Ｅ[ＤＡ(Ｖ０)]はＤＡ(Ｖ０)の期待値を意味する。 

本評価では，以下のようにしてＤＡ(Ｖ０)の期待値を算出し，(ｄ)

式によりＲ(Ｖ０)を推定して，(ｃ)式により を求める。風速

をＶ，被害幅をｗ，被害長さをｌ及び移動方向を α とし，同時確率

密度関数を用いると，ＤＡ(Ｖ０)の期待値は(ｅ)式で示される

（Garson et al．）(10)。 
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  (ｅ) 

ここで，Ｈ(α)及びＧ(α)はそれぞれ，竜巻の被害長さ及び被害幅

方向に沿った面に対象構造物を投影したときの長さである。竜巻影響

エリアを円形で設定しているため，Ｈ(α)，Ｇ(α)ともに竜巻影響エ

リアの直径 130ｍで一定となる（竜巻の移動方向に依存しない）。Ｓ

は竜巻影響エリアの面積（直径 130ｍの円の面積：約 1.3×104ｍ2）

を表す。竜巻影響エリアの直径をＤ０とした場合の計算式は(ｆ)式で

示される。 
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 (ｆ) 

風速の積分範囲の上限値は，ハザード曲線の形状が不自然にならな

い程度に大きな値として120ｍ/sに設定する。 

また，Ｗ(Ｖ０)は，竜巻の被害幅のうち風速がＶ０を超える部分の

幅であり，(ｇ)式で示される。この式により，被害幅内の風速分布に

応じて被害様相に分布がある（被害幅の端ほど風速が小さくなる）こ

とが考慮されている（Garson et al．）(10)(11)。 
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ここで，係数の1.6について，既往の研究では例えば0.5や1.0な

どの値も提案されている。竜巻ガイドが参考としている文献（Garson 

et al．）(10)では，観測値が不十分であるため，より厳しい評価とな

るよう1.6を用いることが推奨されており，本検討でも1.6を用いる。 

また，ＭＯＸ燃料加工施設の竜巻影響評価では，ランキン渦モデル

による竜巻風速分布に基づいて設計竜巻の特性値を設定する。ランキ

ン渦モデルは高さ方向によって風速及び気圧が変化しないため，地表

から上空まで(ｇ)式を適用できる。なお，(ｇ)式において係数を 1.0

とした場合がランキン渦モデルに該当する。 

また，Ｖminは，gale intensity velocity と呼ばれ，被害が発生し

始める風速に位置付けられる。米国気象局 NWS（National Weather 

Service）では，gale intensity velocity は 34 から 47 ノット

（17.5 から 24.2ｍ/s）とされている。また，気象庁が使用している

風力階級では，風力８は疾強風（gale：17.2 から 20.7 ｍ/s），風

力９は大強風（strong gale：20.8から24.4ｍ/s）と分類されており，

風力９では「屋根瓦が飛ぶ。人家に被害が出始める。」とされている。

以上を参考に，本評価においては，Ｖmin＝25ｍ/s とする。なお，こ

の値は藤田スケール０（17から32ｍ/s）のほぼ中央値に相当する。 

以上より，竜巻検討地域を対象に算定したハザード曲線を添３－リ

第15図に示す。 

⑤ 竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速（ＶＢ２） 

竜巻最大風速のハザード曲線により設定する最大風速ＶＢ２は，竜

巻ガイドを参考に年超過確率 10-5 に相当する風速とし，37ｍ/s とす
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る。 

⑥ １km範囲ごとの評価（参考評価） 

竜巻検討地域を海岸線に沿って１km 範囲ごとに細分化した短冊状

の範囲を対象にハザード曲線を求める。評価の条件として，発生数は，

短冊状の範囲を通過した竜巻もカウントしている。被害幅及び被害長

さは，それぞれ１km 範囲内の被害幅及び被害長さを用いる。以上に

基づいて，竜巻検討地域の評価と同様の方法で算定したハザード曲線

を添３－チ第 16 図に示す。これより，年超過確率 10-5に相当する風

速を求めると，海岸線から陸側１km を対象とした場合の 54ｍ/s が最

大となる。なお，ＭＯＸ燃料加工施設は海岸線から陸側１km の範囲

にないため，本評価は参考とする。 

(３) 基準竜巻の最大風速 

過去に発生した竜巻による最大風速ＶＢ１＝92ｍ/s 及び竜巻最大風

速のハザード曲線による最大風速ＶＢ２＝37ｍ/s より，ＭＯＸ燃料加

工施設における基準竜巻の最大風速ＶＢは 92ｍ/s とする。風速 92ｍ

/sに相当する年超過確率は，ハザード曲線より1.5×10-8である。 
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(ハ) 設計竜巻の最大風速の設定 

ＭＯＸ燃料加工施設が立地する地域の特性を考慮して，基準竜巻の最

大風速の割り増しを検討し，設計竜巻の最大風速を設定する。 

ＭＯＸ燃料加工施設では，敷地が平坦であり，竜巻の増幅を考慮する

必要のある地形はないと考えられるため，基準竜巻の最大風速に対する

割り増しは行わず，設計竜巻の最大風速は 92ｍ/s となるが，竜巻に対

する設計に当たっては，蓄積されている知見の少なさといった不確定要

素を考慮し，将来の竜巻発生に関する不確実性を踏まえ，基準竜巻の最

大風速を安全側に切り上げて，設計竜巻の最大風速を100ｍ/sとする。

風速 100ｍ/s に相当する年超過確率は，ハザード曲線より 5.3×10-9で

ある。 
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(12) 瀧下洋一．竜巻発生確度ナウキャスト・竜巻注意情報について：突

風に関する防災気象情報の改善．測候時報．2011，vol.78.3． 

(13) 大野久雄．雷雨とメソ気象．東京堂出版，2001． 



  

 ３－チ－16 

添３－チ第１表 竜巻の発生要因別の地域分布の特徴 

総観場注） 気象庁竜巻データベースの分類 発生分布の特徴 

台風 台風 

関東以西の太平洋側(特に東～南方向に開

けた地域)で発生頻度が高く，藤田スケー

ル２，藤田スケール３の強い竜巻も多

い。 

温帯低気圧 

南岸低気圧，日本海低気圧，二つ玉低気

圧，東シナ海低気圧，オホーツク海低気

圧，その他(低気圧)，寒冷前線，温暖前

線，閉塞前線 

全国的に発生頻度が高く，藤田スケール

２，藤田スケール３の竜巻も見られる。

特に，南～西方向に開けた地域はより頻

度が高い。 

季節風(夏) 
暖気の移流，熱帯低気圧，湿舌，太平洋高

気圧 

太平洋側や内陸を中心に，全国的に多く

みられる。 

季節風(冬) 
寒気の移流，気圧の谷，大陸高気圧，季節

風 
日本海側や関東以北で発生頻度が高い。 

停滞前線 
停滞前線，梅雨前線，前線帯，不安定線，

その他(前線) 
関東以西でみられる。 

局地性 
局地性擾乱，雷雨(熱雷)，雷雨(熱雷を除

く)，地形効果，局地性降水 

地形的な影響によるものであり，全国

で発生している。 

その他 

移動性高気圧，中緯度高気圧，オホーツク

海高気圧，帯状高気圧，その他(高気圧)，

大循環異常，その他 

全国的に発生数が少なく，地域差はみ

られない。 

 
注）東京工芸大学委託成果を参考に，気象庁「竜巻等の突風データベース」の総観場を，竜巻を発生

させる親雲の発生要因を考慮して，７種に再編した。 

 

添３－チ第２表 日本で過去に発生したＦ３竜巻 

（気象庁「竜巻等の突風データベース」より） 

(1961年から2013年12月） 

発生日時 
発生場所 

緯度 経度 発生場所 

1971年07月07日07時50分 35度54分20秒 139度40分45秒 埼玉県大宮市 

1990年12月11日19時13分 35度28分39秒 140度18分57秒 千葉県茂原市 

1999年09月24日11時07分 34度42分4秒 137度23分5秒 愛知県豊橋市 

2006年11月07日13時23分 43度59分20秒 143度42分25秒 
北海道網走支庁 

佐呂間町 

2012年05月06日12時35分 36度6分38秒 139度56分44秒 茨城県つくば市 
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添３－チ第４表 竜巻風速，被害幅及び被害長さの相関係数 

相関係数（対数） 風速（ｍ/s） 被害幅（ｍ） 被害長さ（ｍ） 

風速（ｍ/s） 1.0000 0.0800 0.4646 

被害幅（ｍ） 0.0800 1.0000 0.2418 

被害長さ（ｍ） 0.4646 0.2418 1.0000 
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添３－チ第１図 吉野正敏（1967年）による東北地方の気候区分(１) 

  

Ⅰ 日本海岸地域 Ⅰa ～Ⅰc 

Ⅱ 日本海側内陸地域 Ⅱa ～Ⅱf 

Ⅲ 青森県北部及び東部地域 Ⅲa ～Ⅲc 

Ⅲa 冬は日本海側の気候であるが，夏に低温

で，やませの影響がやや強い 

Ⅲb 太平洋側にあるが冬は日本海側の気候で

やませの影響が強い 

Ⅲc 冬に日本海側気候への漸移帯である。や

ませの影響が強い 

Ⅳ 三陸海岸地域 Ⅳa ～Ⅳc 

Ⅴ 太平洋側南部及び内陸地域 Ⅴa ～Ⅴc 

Ⅵ 南部太平洋側内陸地域 Ⅵa ～Ⅵb 

Ⅶ 南太平洋側海岸地域 Ⅶ 
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添３－チ第２図 竜巻の発生地点と竜巻が集中する19個の地域(２) 
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添３－チ第３図 竜巻の発生要因別地域分布  

台風 

温帯低気圧 

季節風(夏) 

季節風(冬) 

停滞前線 

局地性 

その他 

台風 

温帯低気圧 

季節風(夏) 

季節風(冬) 

停滞前線 

局地性 

その他 
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添３－チ第４図 竜巻検討地域 

関口武（1959）：日本の気候区分(４)を基に加筆 
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添３－チ第５図 竜巻検討地域等における竜巻の発生要因の出現比率 

◆竜巻検討地域 

• 「温帯低気圧」を起源とする竜巻が多い。 

• 太平洋側で多くみられる「台風」を起源とする竜

巻は確認されていない。 

◆北海道～山口県の日本海側（223事例) 

• 「季節風（冬)」を起源とする竜巻が多い。 

• 「台風」を起源とする竜巻は確認されていない。 

◆茨城県以西の太平洋側 (372事例) 

• 竜巻検討地域と比較して，「台風」，「季節風

（夏)」，「停滞前線」を起源とする竜巻が多い。 

• 太平洋側から暖かく湿った気流が，竜巻の親雲の発

達を促すと考えられる。 
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添３－チ第６図 CAPEの概念(12) 

 

 

 

 

 

 

添３－チ第７図 SReHの概念(12)(13) 

  

(ａ) 鉛直シアーにより 

水平渦度が生じる。 

(ｂ) 積乱雲の移動と積乱雲に 

吹き込む風 

(ｃ) 「水平軸周り」に回転する渦（矢印)が 

親雲に吸い上げられて立ち上がり，「鉛 

直軸周り」の回転になる。 
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添３－チ第８図 同時超過頻度分布の算出結果 

 

 

（出典：気象庁「竜巻等の突風データベース」）   

添３－チ第９図 竜巻年別発生確認数 

暖候期（5月－10月）における 
CAPE≧1200 J/kg かつ SReH≧350 m2/s2  

寒候期（11月－4月）における 
CAPE≧500 J/kg かつ SReH≧350 m2/s2  
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添３－チ第10図 竜巻検討地域における竜巻発生数の確率分布と累積確率 
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添３－チ第11図 風速の確率密度分布（左）と超過確率（右） 

 

 

 

 

 

 

 

添３－チ第12図 被害幅の確率密度分布（左）と超過確率（右） 

 

 

 

 

 

 

 

添３－チ第13図 被害長さの確率密度分布（左）と超過確率（右） 
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エリア番号 エリア直径（ｍ） エリア面積（ｍ２） 

① 125 12300 

評価に用いる値 130 13300 

竜巻影響エリアの設定 

 ・ＭＯＸ燃料加工施設においては

設計対処施設を包含する円を竜巻

影響エリアとして設定する。 

 ・なお，竜巻影響エリアを円形とす

るため，竜巻の移動方向には依存

性は生じない。 

① 

→竜巻影響エリア 

直径：130ｍ 面積：13300ｍ2 

添３－チ第14図 竜巻影響エリア 
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添３－チ第15図 竜巻最大風速のハザード曲線（竜巻地域検討） 

 

添３－チ第16図 竜巻最大風速のハザード曲線（１km範囲）（参考） 



 ３－リ－１ 

リ．生物 

(イ) 生物の生息状況 

ＭＯＸ燃料加工施設が立地する地域の周辺における生物の生息状況

については，「新むつ小川原開発基本計画素案に係る環境影響評価書」

(１)及び「六ヶ所事業所再処理工場及び廃棄物管理施設に係る環境保全

調査報告書」(２)にて報告されている。これらの報告書で確認されてい

る生物の生息状況を添３－リ第１表に示す。 



 ３－リ－２ 

(ロ) 生物学的事象で考慮する対象生物 

(１) 鳥類及び昆虫類 

ＭＯＸ燃料加工施設が立地する地域では，鳥類及び昆虫類の生息が

多く確認されており，換気設備，非管理区域換気空調設備及び非常

用所内電源設備の外気取入口からの侵入が考えられるため，鳥類及

び昆虫類を生物学的事象で考慮する対象生物（以下「対象生物」と

いう。）とする。 

(２) その他の動物種 

大型の動物については，周辺監視区域の境界及びＭＯＸ燃料加工施

設周辺にフェンスを設置しており，ＭＯＸ燃料加工施設近傍まで侵

入することは想定し難いため，対象生物としない。しかし，小動物

（ネズミ類，両生類，爬虫類等）については，ＭＯＸ燃料加工施設

近傍まで侵入することが考えられるため，対象生物とする。 



 ３－リ－３ 

参考文献 

(１) 青森県庁環境保全課．新むつ小川原開発基本計画素案に係る環境

影響評価書．2007． 

(２) 日本原燃サービス株式会社．六ヶ所事業所再処理工場及び廃棄物管理

施設に係る環境保全調査報告書．1989（1992一部変更）． 
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 ３－ヌ－１ 

ヌ．落雷 

(イ) 日本における雷日数の地理的分布 

日本における雷日数の地理的分布については，全国の気象官署にお

ける雷日（雷鳴と電光を観測したか，ある程度以上の強度の雷鳴を観

測した日）を基に平均年間雷日数について報告されているものがある

(１)。これに示される全国 96 箇所の観測点における年平均雷日数及び全

国約 1300 箇所の観測点のデータを基にした年平均雷日数の等値線を添

３－ヌ第１図に示す。 

これによると，北関東，北陸，近畿及び九州北部・南部では落雷が

多く，オホーツク沿岸，北海道東部・内陸部及び三陸沿岸では落雷が

少ない。 

一方，日本国内で全国規模の落雷の観測を行っているシステムとし

ては，全国雷観測ネットワーク（JLDN：Japanese Lightning Detection 

Network）がある。JLDN は文献でも精度が確かめられている落雷の観測

システムであり(２)，本システムにて得られた雷統計データ(３)において

も，日本における雷日数の地理的分布とよく一致していることが確認

できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ３－ヌ－２ 

(ロ) ＭＯＸ燃料加工施設周辺における落雷の観測データ 

JLDN によって観測された落雷データに基づいて青森県周辺の落雷密

度を調査した結果を添３－ヌ第２図に示す。 

ＭＯＸ燃料加工施設の立地地点周辺は，青森県の他の地域と比較し

ても落雷が少ない地域であることから，再処理事業所及びその周辺に

おいて過去に観測された落雷のデータの調査を行い，落雷に対する設

計の基礎とすることとした。 

JLDN の観測記録において，再処理事業所及びその周辺で観測された

雷撃の順位を添３－ヌ第１表に，雷撃電流の分布を添３－ヌ第３図に

示す。再処理事業所及びその周辺で過去に観測された落雷の雷撃電流

の最大値は211kＡである。 

なお，ＭＯＸ燃料加工施設の設計の基礎としては，ＭＯＸ燃料加工

施設の立地地点が属する吉野の気候区分Ⅲb における落雷データを用い

ることも考えられるが，再処理事業所及びその周辺において観測され

た大きな落雷が夏季雷である一方，気候区分Ⅲb で観測された大きな落

雷は冬季雷であること，一般的に夏季雷よりも冬季雷の方が雷撃のエ

ネルギが大きいこと，気候区分Ⅲb で観測された大きな落雷はＭＯＸ燃

料加工施設から離れた西側の地域で発生しており，冬季雷の多い日本

海側の気候の影響を受けていると考えられることから，気候区分Ⅲb と

敷地周辺では落雷現象の様相が大きく異なる。したがって，ＭＯＸ燃

料加工施設の設計の基礎として，再処理事業所及びその周辺の観測デ

ータを用いることは妥当と考えられる。 
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参考文献 
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向”．日本気象学会．2002-4． 

(２) フランクリン・ジャパン．“JLDN について”．株式会社フランク
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2016-6-30) 

(３) フランクリン・ジャパン．“雷統計データ”．株式会社フランク
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http://www.franklinjapan.jp/contents/lightning/data/，(参照 
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 ３－ヌ－４ 

添３－ヌ第１表 再処理事業所及びその周辺で観測された雷撃の順位 

順位 
雷撃電流 

（kA） 
観測年月日 観測時刻 観測場所（北緯／東経） 

1 211 2000年7月25日 15時04分 40.962 141.307 

2 －196 2015年8月2日 18時52分 40.959 141.333 

3 －183 2015年8月2日 18時55分 40.973 141.339 
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添３－ヌ第１図 （ａ）年平均雷日数及び（ｂ）年平均雷日数等値線 

(出典：吉田弘．“日本列島における雷日数の地理的分布とその長期的傾向”．日本気象学会．

2002-4．) 

  



 ３－ヌ－６ 

 

添３－ヌ第２図 青森県の落雷密度マップ 

 

 

 

添３－ヌ第３図 再処理事業所及びその周辺で観測された落雷の雷撃電流

の分布 




